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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　媒体の空間オフセット分析を実行する場合に使用する装置であって、該装置は、
　複屈折材料を含む複屈折要素を有し、前記複屈折要素は、検出器に隣接する第１の側及
び前記媒体に隣接する第２の側を有し、前記複屈折要素は、前記第１の側に入射する第１
偏光の一次放射のビームに第１の操作をし、前記第１の操作は、前記一次放射のビームを
前記媒体の第１位置に向けさせ、前記複屈折要素は更に、前記媒体の第２位置から前記第
２の側に入射する第２偏光の二次放射のビームの少なくとも一部に第２の操作をし、前記
二次放射は、前記一次放射による前記媒体の照射に基づき、前記第２の操作は、前記二次
放射のビームの少なくとも一部を前記検出器に向けさせ、前記第２位置は、前記第１位置
とは少なくとも部分的に異なり、前記第１の操作の効果は、前記第１偏光が前記第２偏光
とは異なることにより前記第２の操作の効果とは異なる、
装置。
【請求項２】
　前記複屈折材料は通常屈折率及び異常屈折率を有し、他の材料は前記通常屈折率及び前
記異常屈折率の少なくとも一方とは異なる他の屈折率を有し、前記複屈折材料及び前記他
の材料が、前記第１の操作、前記第２の操作、又は前記第１の操作及び前記第２の操作の
組み合わせをもたらす複屈折面を画定する、請求項１に記載の装置。
【請求項３】
　前記他の材料は前記複屈折要素の一部であり、前記他の屈折率が前記通常屈折率及び前
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記異常屈折率の一方に等しい、請求項２に記載の装置。
【請求項４】
　前記複屈折要素が前記第１の操作、前記第２の操作、又は前記第１の操作及び前記第２
の操作の組み合わせの調整のために制御可能である、請求項１に記載の装置。
【請求項５】
　前記複屈折要素が、液晶材料と、前記第１の操作、前記第２の操作、又は前記第１の操
作及び前記第２の操作の組み合わせの調整を制御するために前記液晶材料の少なくとも一
部に電場を印加するための少なくとも１つの電極とを有する、請求項４に記載の装置。
【請求項６】
　当該装置が、前記一次放射のビームの偏光を該一次放射が前記複屈折要素に入射する前
に調整し、これにより前記第１の操作、前記第２の操作、又は前記第１の操作及び前記第
２の操作の組み合わせの調整を制御するための偏光調整要素を有する、請求項４に記載の
装置。
【請求項７】
　前記複屈折材料は通常屈折率及び異常屈折率を有し、他の材料は前記通常屈折率及び前
記異常屈折率の少なくとも一方とは異なる他の屈折率を有し、前記複屈折材料及び前記他
の材料は前記第１の操作、前記第２の操作、又は前記第１の操作及び前記第２の操作の組
み合わせをもたらす複屈折面を画定し、前記他の材料は前記複屈折面の形状を画定するた
めの固体材料を有し、前記複屈折材料は液晶材料を有し、当該装置が前記第１の操作、前
記第２の操作、又は前記第１の操作及び前記第２の操作の組み合わせの調整を制御するた
めに前記液晶材料の少なくとも一部に電場を印加するための少なくとも１つの電極を有す
る、請求項４に記載の装置。
【請求項８】
　前記複屈折材料は通常屈折率及び異常屈折率を有し、他の材料は前記通常屈折率及び前
記異常屈折率の少なくとも一方とは異なる他の屈折率を有し、前記複屈折材料及び前記他
の材料は前記第１の操作、前記第２の操作、又は前記第１の操作及び前記第２の操作の組
み合わせをもたらす複屈折面を画定し、前記複屈折材料は前記複屈折面の形状を画定する
ための固体材料を有し、前記他の材料は前記複屈折面により形成される境界を持つ隔室内
に含まれる流体材料を有し、該流体材料が前記複屈折材料に接触するようにし、前記複屈
折材料と接触する前記流体材料の組成が調整可能である、請求項４に記載の装置。
【請求項９】
　当該装置は、前記複屈折要素が、一次放射のビームに第３の操作をし、前記第３の操作
は、前記一次放射のビームを前記第１位置に向けさせ、前記複屈折要素が更に、前記第２
位置からの前記二次放射のビームの少なくとも一部に第４の操作をし、前記第１位置及び
前記第２位置が同一であり、前記複屈折要素が、前記第３の操作及び前記第４の操作が同
一となるように制御される動作モードを有する、請求項５に記載の装置。
【請求項１０】
　前記複屈折面が、前記第１の操作、前記第２の操作、又は前記第１の操作及び前記第２
の操作の組み合わせが放射ビームの偏向又は平行度の変更のうちの任意の１つ又は組み合
わせを有するような形状を有する、請求項１に記載の装置。
【請求項１１】
　前記複屈折面が、前記放射ビームの前記偏向をもたらす複屈折プリズム面又は平行度の
変更をもたらす複屈折レンズ面のうちの任意の１つ又は組み合わせを有する、請求項１０
に記載の装置。
【請求項１２】
　前記複屈折面が複数の複屈折副面を有し、
　当該複屈折副面の各々は、仮想面に対して垂直に向けられた軸から放射方向に延びる仮
想放射方向線を含み、
　当該複屈折副面の各々は、前記仮想面に対して、前記仮想放射方向線に対して垂直な仮
想線と該仮想線の前記仮想面上への垂直投影により構成される線との間に形成される傾斜
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角だけ傾斜される、
ことが成り立つ、請求項２に記載の装置。
【請求項１３】
　当該装置は他の複屈折要素を有し、前記他の複屈折要素は、前記一次放射のビームを追
加的に操作し、前記他の複屈折要素は更に、前記二次放射のビームの少なくとも一部を追
加的に操作し、前記一次放射のビームの追加的な前記操作の効果は、前記第１偏光が前記
第２偏光とは異なることにより前記二次放射のビームの少なくとも一部の追加的な前記操
作の効果とは異なる、請求項１に記載の装置。
【請求項１４】
　前記二次放射のビームの少なくとも一部を通過させるためのピンホールを備えたピンホ
ール要素を更に有する、請求項１に記載の装置。
【請求項１５】
　前記二次放射のビームの少なくとも一部を収束させる収集要素を更に有する、請求項１
に記載の装置。
【請求項１６】
　前記複屈折要素と前記検出器との間に配置されたビームスプリッタを更に有し、該ビー
ムスプリッタは、前記二次放射のビームの少なくとも一部を前記検出器に向かって通過さ
せると共に、前記複屈折要素により該ビームスプリッタに向けられる如何なる一次放射も
前記検出器から実質的に離れる方向に向ける、請求項１に記載の装置。
【請求項１７】
　当該装置が、前記複屈折要素と前記検出器との間に配置されて、該検出器に入射する前
記二次放射の強度を制御する偏光選択性フィルタを更に有する、請求項１に記載の装置。
【請求項１８】
　前記複屈折要素が当該装置から取り外し可能である、請求項１に記載の装置。
【請求項１９】
　前記複屈折要素を保持するためのホルダを更に有し、該ホルダが当該装置から取り外し
可能である、請求項１７に記載の装置。
【請求項２０】
　前記第１の操作、前記第２の操作、又は前記第１の操作及び前記第２の操作の組み合わ
せをいつでも行うために１以上の複屈折要素が配置され得るように、前記ホルダが当該装
置に対して移動可能である、請求項１９に記載の装置。
【請求項２１】
　当該装置が、分析システムから着脱可能である該分析システムのための付属品である、
請求項１に記載の装置。
【請求項２２】
　第１偏光の一次放射のビームを供給する放射源と、
　検出器と、
　複屈折材料を含む複屈折要素を有する装置であって、前記複屈折要素は、前記一次放射
のビームに第１の操作をし、前記第１の操作は、前記一次放射のビームを第１位置におい
て媒体に向けさせ、前記複屈折要素は更に、前記媒体の第２位置から収集される第２偏光
の二次放射のビームの少なくとも一部に第２の操作をし、前記二次放射は、前記一次放射
による前記媒体の照射に基づき、前記第２の操作は、前記二次放射のビームの少なくとも
一部を前記検出器に向けさせ、前記第２位置は、前記第１位置とは少なくとも部分的に異
なり、前記第１の操作の効果は、前記第１偏光が前記第２偏光とは異なることにより前記
第２の操作の効果とは異なる、装置と、
を有する、分析システム。
【請求項２３】
　前記装置が当該分析システムの付属品であり、該付属品は、当該分析システムから着脱
可能である、請求項２２に記載の分析システム。
【請求項２４】
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　当該分析システムが、顕微鏡、後方散乱顕微鏡、蛍光検出システム、燐光検出システム
、ラマン分光計、近赤外及び／又は赤外分光計、紫外分光計、並びにマイクロ波検出シス
テムのうちの何れかの１つ又は組み合わせであり、前記顕微鏡又は前記後方散乱顕微鏡が
、検出システム又は分光計の一部であり得る、請求項２２に記載の分析システム。
【請求項２５】
　当該分析システムは、
　前記複屈折要素と前記検出器との間に配置されるビームスプリッタであって、前記二次
放射のビームの少なくとも一部を前記検出器に向かって通過させると共に、前記複屈折要
素により該ビームスプリッタに向けられる如何なる一次放射も前記検出器から実質的に離
れる方向に向け、且つ、前記放射源からの前記一次放射を前記複屈折要素に向けるビーム
スプリッタと、
　前記一次放射の偏光を該一次放射が前記複屈折要素に入射する前に調整する偏光調整要
素と、
　前記複屈折要素と前記検出器との間に配置されて、該検出器に入射する前記二次放射の
強度を制御する偏光選択性フィルタと、
を更に有する、請求項２２に記載の分析システム。
【請求項２６】
　空間オフセット検出測定のデータ分析のためのユニットを更に有する、請求項２２に記
載の分析システム。
【請求項２７】
　空間オフセット検出を実行する方法であって、
　複屈折要素において、前記複屈折要素の複屈折材料を通過する一次放射のビームを操作
するステップであって、該操作は、前記一次放射のビームを第１位置において媒体に向け
、前記一次放射は第１偏光を有し、前記複屈折要素が前記複屈折材料を有するステップと
、
　前記複屈折要素において、前記媒体の第２位置から放出される第２偏光を有する二次放
射のビームの少なくとも一部を操作するステップであって、該放出は、前記一次放射によ
る前記媒体の照射に基づき、前記二次放射のビームの少なくとも一部の前記操作は、前記
二次放射のビームの少なくとも一部を検出器に向け、前記第２位置が前記第１位置とは少
なくとも部分的に異なるステップと、
を有し、
　前記一次放射のビームの操作の効果が、前記第１偏光が前記第２偏光とは異なることに
より前記二次放射のビームの少なくとも一部の操作の効果とは異なる、方法。
【請求項２８】
　二次放射の連続する検出の間において前記検出器に入射する前記第１偏光の二次放射及
び前記第２偏光の二次放射の相対貢献度を調整するステップを更に有する、請求項２７に
記載の方法。
【請求項２９】
　前記第２位置からの前記第２偏光を持つ前記二次放射を検出するステップと、
　前記第１位置を一定に維持しながら、前記第２位置をずらすように前記複屈折要素を制
御するステップと、
　前記ずらされた第２位置からの前記第２偏光を持つ二次放射を検出するステップと、
を更に有する、請求項２８に記載の方法。
【請求項３０】
　前記複屈折要素を保持するためのホルダを更に有し、該ホルダが前記装置から取り外し
可能である、請求項２２に記載の分析システム。
【請求項３１】
　前記複屈折要素が前記装置から取り外し可能であり、前記第１の操作、前記第２の操作
、又は前記第１の操作及び前記第２の操作の組み合わせをいつでも行うために１以上の複
屈折要素が配置され得るように、前記ホルダが当該装置に対して移動可能である、請求項
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３０に記載の分析システム。
【請求項３２】
　前記一次放射のビームの偏光を該一次放射が前記複屈折要素に入射する前に調整するス
テップを更に有する、請求項２７に記載の方法。
【請求項３３】
　前記複屈折材料の少なくとも一部に電場を印加するステップを更に有する、請求項２７
に記載の方法。
【請求項３４】
　前記二次放射のビームの少なくとも一部の収束を引き起こすステップを更に有する、請
求項２７に記載の方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、空間オフセット測定に使用するための装置、該装置を有する分析システム及
び該装置を使用して空間オフセット検出を行う方法に関する。特に、本発明は励起ビーム
によるサンプルの励起及び該サンプルに関する情報を伝達する該サンプルからの可能性の
ある結果的放出信号の検出を含む装置、分析システム並びに方法に関するものである。こ
のように、本発明は発光分光法（emission spectroscopy）又は非弾性散乱分光法（inela
stic scattering spectroscopy）に特に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　光信号の放出及び検出に基づく分光ツールは、現場でのサンプルの成分の特性を明らか
にし、測定し及び／又は検出するための広く使用されている。これらの光信号の限定する
ものでない例は、蛍光、燐光、レイリー散乱、ラマン散乱及び原子発光信号である。これ
らのツールは、非接触的に、定められたスポット上で直接測定する能力を提供する。
【０００３】
　ラマン分析は、サンプルの特徴を示す散乱光のスペクトルを生成する、該サンプルによ
る励起光の非弾性散乱に基づくものである。当該スペクトル線は、サンプル成分における
振動運動及び散乱の確率に依存する。成分の混合物からなるサンプルは、結果として、成
分スペクトルの一次結合であるスペクトルを生じる。従って、相対的化学物質含有量は、
分光測定において当該スペクトルの適切な分析を用いて決定することができる。ラマン分
光法の性質についての更なる情報に関しては、ラマン分光法に関する標準的参考書を参照
されたい。
【０００４】
　従来のラマン分光法は後方散乱モードで実行され、該モードにおいてサンプルスポット
は励起光により照射され、後方散乱放射が当該励起スポットの直近において検出される。
後方散乱モードにおいて、励起ビーム及び結果としての散乱光信号は同一の光学系を経て
進行し、放出された光信号ビームを上記励起信号ビームから分離するために（例えば、こ
れらビームの異なる周波数に基づいて）光分離光学系が使用される。透明又は半透明材料
は、ｚ方向に測定を実行することにより、サンプルがサンプル表面下で（即ち、当該サン
プルの材料の深さ方向に）特性を明らかにされることを可能にする。しかしながら、この
種のサンプルの深さ分析は、関心材料が例えば紙又はプラスチックコップ等の半透明又は
不透明材料の下に埋まっている場合にも望ましいものであるが、従来の後方散乱測定は斯
様な拡散的に散乱する被検体の表面近くに限定される。例えば、組織の場合、表面物質の
最初の数百マイクロメートルの深さに限定される。従って、深さ測定は非透明サンプルに
対しては遮蔽され、実質的に不可能である。この制限の原因は、励起信号強度が励起領域
では高く、収集される散乱放射信号を支配するということである。
【０００５】
　空間オフセットラマン分光法（Spatially Offset Raman Spectroscopy：ＳＯＲＳ）は
、上記制限を、例えば組織、被覆及びボトル等のパッケージ材料を含む不明瞭化表面下の
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対象の高度に正確な化学分析を可能にすることにより解決する測定変形例である。このＳ
ＯＲＳ法を使用する分野の例は、皮膚下の骨、品質又は配合の管理のためのプラスチック
ボトル内の内容物の分析、容器内の爆発物の検出によるセキュリティ測定、及びブリスタ
包装内の錠剤に対する等の偽造品対策を含む。
【０００６】
　基本的ＳＯＲＳ法は、殆どのサンプル材料が光に対して完全に透明でないか、又は完全
に光を阻止するものでもないという事実を利用している。代わりに、斯かるサンプル材料
は、赤のレーザポインタが指の端を照明する際に光は該指の組織の大部分を介して散乱す
るのと殆ど同様に、励起光を散乱させる傾向がある。励起光がサンプルに到達する際には
、該サンプル内にラマン活性材料が存在する場合、ラマン効果により幾らかの非弾性散乱
が発生する。従って、励起スポットにより直接的に励起されなくてもサンプルの殆どの部
分は、当該サンプルの表面でなくても、ラマン信号を発生する。ＳＯＲＳ測定は、支配的
な励起領域における散乱放射の検出を回避するように構成される。このように、もっと詳
細には、ＳＯＲＳ法は当該サンプル表面上の励起点から離れた領域からの（即ち、この励
起領域に対して空間的にオフセットされた領域からの）ラマンスペクトルの収集に基づい
ている。横方向にオフセットされた領域に関するスペクトルは、当該サンプル材料におい
て異なる深さ（ｚ方向）に位置するサンプル層からは異なる相対寄与分を含む。この差は
、当該サンプルの一層大きな深さから現れる光子の一層広い横方向拡散により引き起こさ
れる。
【０００７】
　このように、一方が表面における、もう一方が典型的に数ミリメートル離れたオフセッ
ト位置における、少なくとも２つのラマン測定を行うと共に、これらのスペクトルをスケ
ーリングされた減算を用いて減算することにより、一方が表面下（当該サンプルの内部）
を表し、他方が表面を表す２つのスペクトルを生成することができる。プラスチックボト
ル内の粉体等の、簡単な２層系の場合、該粉体のスペクトルは、ボトルの材料又は該材料
の相対信号寄与度を知ることなしに測定することができる。これをオフセット測定を用い
ないで実行することは、表面層から生じるラマン及び蛍光信号によって発生される光子シ
ョットノイズにより厳しく制限される。
【０００８】
　生体内組織の分析等の特定の測定を改善するＳＯＲＳの他の有効な準変形例は、逆ＳＯ
ＲＳ（Inverse SORS）である。一定のオフセットは、スポット状収集幾何学構造及び照明
のための円形スポットを使用するというより、収集領域に中心を合わされた光のリングに
よりサンプルを励起することにより維持される。
【０００９】
　スペクトルのスケーリングされた減算は２層サンプルに対しては良好に動作するが、例
えば生きている組織におけるように覆っている材料が下側層に含まれる成分を含む場合の
ような、もっと複雑な組成を持つサンプルは、多変量分析（例えば、主成分分析）を必要
とし得る。しかしながら、このことは、幾つかのスペクトルを異なるオフセット距離で取
り込むことが必要であることを意味する。斯かる異なるスペクトルにおいて、空間オフセ
ットが増加するにつれて、表面下／表面のスペクトル寄与分の比も増加し、ここでも多変
量分析を用いる成分の分離が条件となる。これに対する限界は、全体の検出信号もオフセ
ットの増加に伴い減少するので、実際の測定においては最大値が信号対雑音比に対してオ
フセットされねばならないという事実により与えられる。
【００１０】
　ＳＯＲＳスペクトルを測定することができる装置は、しばしば種々のオフセットにおい
てスペクトルを測定するための可動試料台と組み合わされる、複雑な励起検出装置に依存
している。このような装置は、現場で測定が実行される応用分野で使用することは困難で
ある。
【００１１】
　従来のラマン分光計において、励起及び検出の位置は光学系により固定されており、殆
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どのシステムにおいて、これらの位置は正確に重なる（後方散乱構成）。従って、従来の
ラマンシステムにおいて、高価で広範囲の再設計を行わないで、ＳＯＲＳを実施化するこ
とは困難である。かくして、ロバストであって、それでいて、種々のオフセットにおいて
オフセット測定を実行する柔軟性を備える単純化された装置に対する需要が存在する。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１２】
　本発明の目的は、空間オフセット検出又は分析を、余り複雑でない形態で、且つ、上述
した困難さの何れか１以上を少なくとも低減して提供することである。
【課題を解決するための手段】
【００１３】
　上記目的は、独立請求項に記載された発明により達成される。従属請求項は、有利な実
施態様を提供する。
【００１４】
　本発明は、空間オフセット検出及び／又は分析に使用する装置、該装置（統合された又
は付属品としての）を含む分析システム、並びに該装置を空間オフセット検出及び／又は
分析を実行するために使用する方法を定めるものである。本明細書で以下に説明される定
義及び利点は、特に指定しない限り、本発明の３つの全ての態様に関するものである。
【００１５】
　空間オフセット検出又は分析は、サンプル又は媒体上の第１位置における、媒体に潜在
的に二次放射を放出させるのに適した一次放射による該サンプル又は媒体の励起、及び上
記第１位置とは少なくとも部分的に異なる該サンプル又は媒体上の第２位置からの二次放
射の続いての収集として定義することができる。本発明は、このような検出及び測定を、
第１位置において第１偏光の一次放射による励起を実行することを可能にする一方、他の
位置において第１偏光とは異なる第２偏光の二次放射の収集を可能にするような複屈折要
素（複屈折部品）を用いることにより簡単な態様で実施することができるというアイデア
に基づいている。
【００１６】
　これは、複屈折部品は、放射の伝搬方向が異方性の軸（光軸）に対して平行又は直角の
何れにも向けられていない場合、放射との相互作用の異方性特性により、異なる偏光の放
射を異なるように操作するからである。このような場合、複屈折部品はランダムに偏光さ
れた放射のビームを、直交して偏光された放射の２つのビームに分割することができる。
かくして、一方の斯様にして分割されたビーム経路を、励起放射を操作するために使用す
ることができると同時に、他方の経路を放出された放射（放出放射）を操作するために使
用することができる。
【００１７】
　このことは、空間オフセット能力を提供するために、並びに当該複屈折部品を交換又は
調整することができる場合には複雑な機械式試料台等を設けることを要せずに互いに異な
るビームを移動及び／又は整形する能力を提供するために簡単な装置を用いることができ
ることを可能にする。
【００１８】
　前記第１及び第２偏光は、円、楕円から直線にわたる任意のタイプの偏光とすることも
できる。好ましくは、上記偏光は直線及び／又は互いに直交するものとする。円偏光の場
合、上記第１及び第２偏光の回転方向は反対であり得る。これと合致して、当該装置に入
射する放射はランダムに偏光された／偏光されていない性質のものとすることができるこ
とに注意されたい。というのは、該装置は上記放射を望み通りに扱われるように第１及び
第２偏光に分割するからである。
【００１９】
　媒体（サンプルとも呼ばれる）は、分析されるべき任意の物質（材料）とすることもで
きる。本発明は、一次放射及び／又は二次放射に対して低い透明度を有するか又は不透明
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な（例えば混濁した）媒体の内部（ボリューム的）分析に特に適している。このような媒
体はガス状又は気相状態とすることができるが、好ましくは、液体又は固体である。該媒
体は均一である必要はない。このことは、本発明の説明において更に解説する。
【００２０】
　当該媒体上の前記第１位置及び／又は第２位置は、該媒体の表面上とすることができる
が、該媒体が広がるボリューム内とすることもできる。当該媒体が相対的に透明でない場
合、これらの位置は好ましくは該媒体の表面上の領域を参照することができる。これらの
位置は当該媒体内のボリュームを参照することもできる。上記領域及びボリュームは如何
なる形状を有することもできる。第１及び第２位置の斯かる特徴は、何れかの請求項にお
いて指定される場合、当該媒体上の第３位置等の他の位置に対しても成り立つ。これら位
置が少なくとも部分的に異なるという言い回しは、斯かる位置は重なることができるが、
これら位置の少なくとも一方が他方の外側に位置する部分を有する程度までに過ぎないこ
とを意味する。これら位置は全く重ならなくてもよい。
【００２１】
　本発明の実施態様の何れかにおいて、一次放射のビームを向けるステップ、二次放射の
ビームの一部を向けるステップ、並びに／又は第１の操作及び／又は第２の操作は、異な
るタイプのビーム整形を有し又は斯かるビーム整形からなることができる。このようなタ
イプのビーム整形は、放射ビームの平行度を変更する（例えば、発散、収束又は焦点を合
わせる等）、当該ビームの断面に関するビーム整形（例えば、円形からリング状、正方形
若しくは円形から線状、閉じた円から開いた円、又はその逆等）、及び／又はビームステ
アリング（ビーム伝搬方向の偏向、反射又は屈折等）を含む。本発明の実施態様の何れか
において、上記パラメータの各々は、ビームが当該装置及び／又は複屈折部品により実効
的に変化されないで通過されることを意味し得る。このように、放射ビームは、該ビーム
が形状、断面及び／又は伝搬方向を変えないように前記装置により向けられ得、及び／又
は前記複屈折部品により操作され得る。
【００２２】
　前記複屈折部品に入射する放射がランダムに偏光されている場合、第１偏光の放射の分
割ビームが生じ、これらビームは実際には２つの分割された副位置を有する第１位置に達
するように操作される。しかしながら、このことは問題とならない。というのは、第２偏
光を持つ結果的放射ビームが、対応する副位置から生じ、前記複屈折部品に再入射した後
、再び正しく操作されるからである。
【００２３】
　前記放射は好ましくは光放射であり、該光放射は紫外放射（ＵＶ）、人に見える光のス
ペクトル（ＶＩＳ）、近赤外放射（ＮＩＲ）及び赤外放射（ＩＲ）を含むと理解される。
光放射は、約１０００ｎｍ～１ｍｍの波長の間にまたがる。このようなタイプの放射は、
発生するために、本発明を配備するために大きな非実用的な装置が必要とされるような大
きな設備は必要としない。前記二次放射は、一次放射による励起の間における媒体との相
互作用により、該一次放射の波長範囲に対してずらされた波長範囲を有し得る。このずれ
（シフト）は、周波数逓倍又は２光子蛍光に起因して一層高い波長に向かうものであり得
るが、一般的には、ＩＲ、ラマン、ＵＶ又は燐光によるもののように一層低い波長に向か
うものである。上記範囲は異なる幅を有することができる。好ましくは、前記一次放射は
、スペクトルを形成する波長範囲を持つ二次放射を発生するのに適した光である。このこ
とは、当該媒体の指紋分析機会を与える分光法の形の分析を可能にする。幾つかの例は、
媒体組成を決定するための便利な方法を提供するＩＲ又はラマン分光法である。他の例と
して、前記一次放射は、二次放射として蛍光及び／又は燐光放射を発生するための適切な
波長の光である。
【００２４】
　当該装置は、放射操作のための唯一の部品としての複屈折部品からなることができる。
その場合、前記一次放射のビームを向けるステップ及び前記二次放射のビームを向けるス
テップは、各々、前記第１操作及び第２操作によりもたらされる。この実施態様は、前記
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複屈折部品及び、とりわけ、以下に定義された複屈折部品を更に定めるものを保持又は操
作するために、当該装置を分析システムに取り付けるためのフィーチャを有することがで
きる。
【００２５】
　当該複屈折部品は、複屈折材料の屈折率の少なくとも一方と他の材料との間の差が存在
する複屈折の屈折面を有することができる。
【００２６】
　複屈折材料は通常屈折率及び異常屈折率を有することができ、これにより、これら通常
屈折率及び異常屈折率の少なくとも一方とは異なる他の屈折率を有する他の材料に対して
複屈折面を画定し、該複屈折面は前記第１操作及び／又は第２操作をもたらすためのもの
である。上記他の材料は当該装置の一部である必要はない。該材料は、空気、窒素又は何
らかのガス状媒体等の、当該装置の環境とすることができる。上記複屈折面の形状により
、前記第１及び／又は第２操作を、例えば収束又は発散等はミラー又はレンズの形態の湾
曲面により定めることができ、偏向等はプリズム状の面によるミラー又は屈折により定め
ることができる。これらの組み合わせも可能である。前記他の材料は、複屈折材料とする
こともできる。該材料は、両複屈折材料の光軸が平行に向けられない限り、同一の複屈折
材料とすることさえできる。
【００２７】
　上記他の材料は、当該複屈折部品の一部とすることができる。該他の材料が、前記複屈
折面を画定する如くに該複屈折部品の一部である場合、その光学特性は該他の材料に対す
る向き及び／又は組成により制御することができる。好ましいオプションにおいて、上記
他の材料は、上記複屈折材料の通常屈折率及び異常屈折率の少なくとも一方と等しい屈折
率を有する。この構成は、偏光の一方に関して、放射ビームが当該複屈折部品を操作を受
けないで通過することを可能にする（該放射ビームは複屈折面において屈折率の差を受け
ないからである）。従って、当該装置は、分析の間において一方の位置が一定に維持され
得ると同時に他方の位置が変化され得ることを可能にする。当該部品の複屈折性を変化さ
せることにより（後述参照）、及び／又は異なる操作の効果が望まれる当該放射ビームの
伝搬方向に対して上記複屈折材料の光軸の向きを変化させることにより、変形を行うこと
ができる。
【００２８】
　当該装置による放射ビームの方向付けを、第１及び第２位置を相対的に変化させること
ができるように制御するために、好ましくは、当該複屈折部品は前記第１の操作及び／又
は前記第２の操作の調整に関して制御可能とする。該制御は、第１及び／又は第２操作の
調整、異なるタイプのビーム整形の間での変更若しくは調整、及び／又は特定のタイプの
ビーム整形が実行される程度の変更若しくは調整を有することができる。このような調整
は、本発明における多数のビーム制御オプションのうちの何れか１つを用いて得ることが
できる。
【００２９】
　第１のビーム制御オプションによれば、当該複屈折部品（複屈折材料）は、液晶材料と
、前記第１の操作及び／又は第２の操作の調整を制御するために上記液晶材料の少なくと
も一部に電場を印加するための少なくとも１つの電極とを有する。実際には、上記複屈折
材料に電場を印加するために、通常、２以上の電極が使用される。液晶材料は、光軸の向
きを、自身に印加される電場の影響の下で変化させることができる複屈折材料である。従
って、複屈折面において異なるビームが受ける複屈折は、該供給される電圧を調整するこ
とにより変化させることができる。
【００３０】
　一例において、当該複屈折部品は液晶を基とする分布屈折率（ＧＲＩＮ）デバイスを有
する。このようなデバイスには、複数の電極が存在し、これら電極は、該電極に対する特
定の電圧パターンの印加により当該液晶材料中の電場が、液晶材料分子の一部は電気力線
に平行に向く一方、他の液晶材料分子は平行に向かない又は少ない程度にしか向かないよ
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うな電場を有するように配置され、これにより、上記の配向された部分と実質的に配向さ
れない部分との間で複屈折面として機能する等級付けられた（段階的な）屈折率を備える
層（又は分布屈折率差を備える層）を形成する。このようにして、調整可能なレンズ強度
及び／又はレンズ形状を持つ液晶ベースの可調整複屈折ＧＲＩＮレンズを都合良く作製す
ることができる。
【００３１】
　他のビーム制御オプションによれば、当該複屈折部品は、一次放射ビームの一次放射の
偏光を該一次放射が該複屈折部品に入射する前に調整するための偏光調整部品との組み合
わせで使用することができる。当該複屈折部品の光軸に対する偏光方向の変更（例えば、
一次放射の偏光の回転）は、前記第１の操作を変化させることができる。従って、前記第
１位置を、第１偏光を変化させることにより変化させることができる。二次放射が当該複
屈折部品による収集の後に該偏光調整部品を通過しない場合、該二次放射の偏光は変化さ
れないままにすることができる。しかしながら、二次放射は該偏光調整部品を通過するこ
ともできる。何故なら、該二次放射は上記複屈折部品により既に操作されており、従って
、当該偏光調整部品による該二次放射の調整は、いずれにしても、第１位置に影響するこ
とはないからである。該偏光調整部品は半波長板とすることができる。好ましくは、該偏
光調整部品は、例えばパターン化されていない又はピクセル化されていない液晶表示モジ
ュール（バックライトを備えない）のもの等の平面液晶デバイスに基づく部品とする。こ
の例は、余分な部品の犠牲の下で、当該複屈折部品自体はビーム制御オプションを実施化
するために液晶材料又は何らかの他の交換可能な材料を含むための一層複雑な構成を有す
る必要がない故に有利である。
【００３２】
　他のビーム制御オプションにおいて、前記複屈折材料は通常屈折率及び異常屈折率を有
し、前記複屈折部品は前記通常屈折率及び前記異常屈折率の少なくとも一方とは異なる他
の屈折率を持つ他の材料を有し、前記複屈折材料及び前記他の材料は前記第１の操作及び
／又は前記第２の操作をもたらす複屈折面を画定し、前記他の材料は前記複屈折面の形状
を画定するための固体材料を有し、前記複屈折材料は液晶材料を有し、当該装置は前記第
１の操作及び／又は前記第２の操作の調整を制御するために前記液晶材料の少なくとも一
部に電場を印加するための少なくとも１つの電極を有する。この場合、上記複屈折部品は
、製造を容易にする前記複屈折面の形状を画定する複製材料（replica material）を有す
る。実際には、複屈折材料に電場を印加するために通常は２以上の電極が使用される。こ
のことは、前記複屈折面における液晶材料の配向を実施することができ、制御を行うこと
を可能にする。
【００３３】
　更に他のビーム制御オプションにおいて、前記複屈折材料は通常屈折率及び異常屈折率
を有し、前記複屈折部品は前記通常屈折率及び前記異常屈折率の少なくとも一方とは異な
る他の屈折率を持つ他の材料を有し、前記複屈折材料及び前記他の材料は前記第１の操作
及び／又は前記第２の操作をもたらすための複屈折面を画定し、前記複屈折材料は該複屈
折面の形状を画定するための固体材料を有し、前記他の材料は前記複屈折面により形成さ
れる境界を持つ隔室内に含まれる流体材料を有し、該流体材料が前記複屈折材料に接触す
るようにし、前記複屈折材料と接触する該流体材料の組成は調整可能である。この実施態
様においては、ビーム制御を行うために、所謂、電気湿潤（エレクトロウェッティング）
レンズを用いることができる。上記他の材料は、変更前には、変更後のものとは異なる屈
折率を有する。
【００３４】
　本発明において、前記複屈折面は、前記第１の操作及び／又は前記第２の操作が放射ビ
ームの偏向及び／又は平行度の変更を有するような形状を有することができる。好ましく
は、該複屈折面は、上記偏向をもたらす複屈折プリズム面及び／又は上記放射ビームの平
行度の変更をもたらす複屈折レンズ面を有する。この後者の例は、例えばミラー型のデバ
イスの代わりに、透明な複屈折部品の使用を可能にする。上記面の形状により、ある種の
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ビーム制御を得ることができる。このように、レンズ形状は、前述したように発散、収束
又は焦点合わせを付与することができる。プリズム形状は、ビームの偏向を行うことがで
きる。
【００３５】
　本発明の特別な実施態様において、前記複屈折面は複数の複屈折副面を有し、これら複
屈折副面の各々に関しては、
－　当該複屈折副面が、仮想面に対して垂直に向けられた軸から放射方向に延びる仮想放
射方向線を含み、
－　当該複屈折副面が、前記仮想面に対して、前記複屈折面に含まれるか又は該複屈折面
に対する接線であり、且つ、前記仮想放射方向線に対して垂直な仮想線と、該仮想線の前
記仮想面上への垂直投影により構成される線との間に形成される傾斜角だけ傾斜される、
ことが成り立つ。当該面は、軸の周りの螺旋階段の段（ステップ）に類似した副面を持つ
螺旋プレートの面であり得る。これら副プリズムは、好ましくは、原点から測定して前記
軸に沿って異なる距離に配置される。このようにして、螺旋状のプリズムが形成される。
上記軸の周りの当該螺旋の１回転に関する距離は、異なる螺旋プレートに対して変えるこ
とができる。このようなデバイスによれば、第２偏光を有すると共に詰まった断面を有す
るビームは中空断面のビームに転換することができる一方、第１偏光を有するビームは該
中空円の内側に位置する詰まった断面を有するままとなる。従って、媒体を中央のスポッ
トで励起する一方、励起を該スポットの周囲で集めることができる。この構成は、当該デ
バイスの感度を増加させることができる。
【００３６】
　本発明によれば、他の複屈折部品を用いることができ、前記一次放射のビームを向ける
ステップは該他の複屈折部品による他の第１の操作を有し、前記収集された二次放射のビ
ームの少なくとも一部を向けるステップは該他の複屈折部品による他の第２の操作を有し
、上記他の第１の操作の効果は、前記第１偏光が前記第２偏光とは異なることにより上記
他の第２の操作の効果とは異なる。ここでは、レンズ及び／又はプリズムが存在し得る。
前記複屈折部品及び該他の複屈折部品は、複合レンズ等のように複合部品に統合されるよ
うにして作製することができる。当該装置は、必ずしも単一の複屈折部品から作製されて
いない複屈折部品を有することができる。もっとも、このことは、製造及び配備の容易さ
のために好ましい。当該装置は、恐らくは別個の操作を付与するために別個に制御するこ
とができる複数の別個の複屈折部品を有することができる。これら別個の複屈折部品は、
共に一次及び二次放射のビームの少なくとも一方を伝達するように配置することができる
。他の例として、これら複屈折部品は、一方が一次放射のビームを伝達すると同時に他方
が二次放射のビームを伝達するように配置することもできる。
【００３７】
　当該複屈折部品は、前記二次放射のビームの少なくとも一部を通過させるためのピンホ
ールを備えたピンホール部品との組み合わせで使用することができる。前記検出器に到達
する二次放射のビームの断面を制限することは、二次放射が収集される前記第２位置に関
してコントラストを増加させるために使用することができる。一次放射のビームに対して
もピンホールが存在することができる。代わりに又は加えて、該部品のピンホールは、一
次放射及び／又は二次放射のビームの形状（断面）を画定するために使用することもでき
る。更に、上記ピンホールは、当該複屈折部品が二次放射のビームを前記検出器に向ける
ことができる位置の領域を固定し又は制限するために使用することもできる。
【００３８】
　当該複屈折部品は、前記二次放射のビームの少なくとも一部を収束させる収集部品との
組み合わせで使用することができる。この構成は、ここでも前記第２位置に関するコント
ラストを改善すると共に、当該測定の感度も増加させる。当該部品は、好ましくは、対物
レンズとして動作するレンズとする。好ましくは、上記対物レンズは、当該複屈折部品の
前記媒体が配置される側に配置される。当該部品は、該複屈折部品がレンズである場合に
該複屈折部品に統合される。従って、追加のレンズは必要とされない。
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【００３９】
　当該複屈折部品は、該複屈折部品と前記検出器との間に配置されるビームスプリッタと
の組み合わせで使用することができ、該ビームスプリッタは、前記二次放射のビームの少
なくとも一部を前記検出器に向かって通過させると共に、該複屈折部品により該ビームス
プリッタに向けられる如何なる一次放射も前記検出器から離れる方向に向けるよう構成さ
れる。該ビームスプリッタは、ノッチフィルタ（反射器）又はエッジフィルタ（反射器）
等の波長依存性ビームスプリッタとすることができる。該ビームスプリッタは半透明プリ
ズム等とすることもできる。当該複屈折部品により拾われ、且つ、前記検出器の方向に向
けられる如何なる一次放射も該ビームスプリッタにより分割除去されるが、該ビームスプ
リッタは一次放射を当該複屈折部品に供給するために使用することもできる。例えば後方
散乱顕微鏡等の顕微鏡は、しばしば、当該複屈折部品と組み合わせて有利に使用すること
ができる斯様なビームスプリッタを既に含んでいる。
【００４０】
　当該複屈折部品は、該複屈折部品と前記検出器との間に配置されて、該検出器に入射す
る二次放射の強度を制御する偏光選択性フィルタと組み合わせて使用することができる。
本発明の装置が、更に、前記第１位置から収集された第１偏光の二次放射のビームの少な
くとも一部を前記検出器に向けることができるなら、該偏光選択性フィルタを、相互に異
なる組成を持つ二次放射信号の連続する検出を前記第１位置から発する二次放射の相対組
成及び前記第２位置から発するものに関して記録するために使用することができる（これ
ら２つは異なる偏光を有するので）。斯かる２つの記録は、当該媒体の表面層の背後の層
の性質を決定するために、該媒体（サンプル）の表面信号の参照データが必要とされない
ようにすることを可能にする。他の例として、上記偏光選択性フィルタは省略することが
できる一方、前記第１位置の二次放射を検出するための他の検出器を設けることができ、
前記第２位置の二次放射が前記検出器に向けられると同時に、第１位置の二次放射が該他
の検出器に向けられるようにする。ここでは、他の検出器を代償にして、同時測定を実行
することができる。
【００４１】
　当該装置は、前記複屈折部品を該装置から取り外しことができ、且つ、該装置に取り付
け又は挿入することができるように構成することができる。好ましくは、当該装置は前記
複屈折部品を保持するためのホルダを有し、該ホルダは当該装置から取り外し可能とする
。この構成は、当該装置を分析システムに取り付けたままとする又は該分析システムの一
部とすることができると同時に、前記複屈折部品を取り外し又は他のものと交換すること
ができることを可能にする。従って、空間オフセット検出モードを、当該複屈折部品を関
連する放射ビームから取り除くことによりオフすることができ、当該装置全体から取り除
くことができる。また、空間オフセット検出モードを、複屈折部品の交換により又は１以
上の複屈折部品の追加によってさえ、空間オフセット検出の他のモードを提供するように
調整することができる。
【００４２】
　上記ホルダは複数の複屈折部品を保持するように構成することができる。該ホルダは、
各々が少なくとも１つの複屈折部品を保持するための幾つかの副ホルダを有することがで
きる。好ましくは、ホルダ又は上記副ホルダは、当該装置に対し、前記第１の操作及び／
又は前記第２の操作を何れかの１時点で行うために１以上の複屈折部品を前記一次及び／
又は二次放射のビーム内に配置することができるように移動可能である。上記ホルダ及び
／又は副ホルダは、何れかの１時点において必要とされる空間オフセット検出に対する当
該複屈折部品の全ての有利な適応化を備えた、スライドするホルダ又はカルーセルホルダ
とすることができる。上記ホルダは、手動で操作可能なものとすることができ、又は電気
サーボモータ及び伝動装置が存在する場合は電気的に操作可能なものとすることができる
。
【００４３】
　当該装置は、分析システムに着脱可能に取り付けることが可能な該分析システムのため
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の付属品の形態を有することができる。取付手段はネジ山を有する部品、恐らくは対物レ
ンズを顕微鏡の対物ホルダカルーセルにねじ込むために使用されるような斯様なネジ山の
付属品に基づくものとすることができる。他の例として、取付手段はバイオネット接続又
は磁気的接続等に基づくこともできる。付属品タイプの取付により、顕微鏡、後方散乱顕
微鏡、分光計及び他の装置等の通常の分析システムに、相対的に簡単に空間オフセット検
出能力を設けることができる。このように、斯様な通常の装置の利用分野は、斯様な通常
の装置に複雑な可動部品を追加することを要せずに、空間オフセット検出の分野に都合良
く拡張することができる。
【００４４】
　当該装置は、前記第１位置と前記第２位置とが同一である動作モードを有することがで
きる。このようにして、当該装置の空間オフセット機能は、他の測定（顕微鏡等）を行う
ことができる分析システムが、これらの他の分析を実行するために復帰することができる
ように、オフすることができる。上記動作モードは、前記複屈折部品を前記第１及び／又
は第２操作を行うことができる位置から除去する；及び／又は前記複屈折部品を前記第１
操作が前記第２操作と同一となる状態へと制御するための構成を有する装置により実施す
ることができる。
【００４５】
　後者の場合、本明細書で定義されるような液晶材料を有する複屈折部品が有利である。
というのは、これらは液晶層をディレクタが一次放射のビーム及び二次放射のビーム（こ
れらが平行である場合）の伝搬方向と平行となるように切り換えることを可能にするから
である。例えば、液晶層を有する当該複屈折部品は液晶材料の何れの側にも透明な電極を
有することができ、電場の印加に際して液晶分子の向きが一次及び二次放射のビームの伝
搬方向に対して平行となるようにする。
【００４６】
　本発明の装置は、空間オフセット分析を実行するために有利に使用することができる。
特に、当該装置は分析システムと共に使用することができる。好ましくは、斯かる使用が
、当該装置無しでは有さないであろう、空間オフセット測定能力を持つ分析システムを提
供するようにする。該分析システムは、好ましくは、顕微鏡、後方散乱顕微鏡、蛍光検出
システム、燐光検出システム、ラマン分光計、近赤外（near-IR）及び／又は赤外（ＩＲ
）分光計、紫外（ＵＶ）分光計、並びにマイクロ波検出システムのうちの何れかの１つ若
しくは組み合わせを有し、又はこれらの何れかの１つ若しくは組み合わせからなる。この
ような豊富に利用可能なシステムの使用分野は、都合良く且つ相対的に低コストで、空間
オフセット分析のための能力を備えることができる。該使用は、包装後の製品品質検査の
ため又は税関検査目的のためであり得る。
【００４７】
　本発明の装置は、好ましくは、前記一次放射のビームが前記複屈折部品に入射する際に
は第１ビーム伝搬方向を有し、前記二次放射のビームの少なくとも一部が前記複屈折部品
から出射する際には第２ビーム伝搬方向を有することを可能にするように構成され、上記
第１伝搬方向及び第２伝搬方向は平行であって互いに反対である。このような装置は、後
方散乱顕微鏡において都合良く使用することができる。
【００４８】
　当該装置は、分析システム、特には例えば顕微鏡、後方散乱顕微鏡、蛍光検出システム
、燐光検出システム、ラマン分光計、近赤外及び／又は赤外分光計、紫外分光計、並びに
マイクロ波検出システム等の光学分析システムにおいて非常に効果的に使用することがで
きる。上記顕微鏡又は後方散乱顕微鏡は、上記検出システム又は分光計の一部であり得る
。好ましくは、当該装置は、このような分析システムの付属品を形成するものとする。と
いうのは、その場合、該分析システムの使用分野は、該装置が提供する空間オフセット検
出機能により拡張することができるからである。
【００４９】
　上記分析システムは、本明細書で定義された装置の固有の部分を既に有し得る。特に、
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分析システムは、
－　前記複屈折部品と前記検出器との間に配置されるビームスプリッタであって、前記二
次放射のビームの少なくとも一部を前記検出器に向かって通過させると共に、前記複屈折
部品により該ビームスプリッタに向けられる如何なる一次放射も前記検出器から実質的に
離れる方向に向け、且つ、放射源からの前記一次放射を前記複屈折部品に向けるように構
成されたビームスプリッタと、
－　前記一次放射の偏光を該一次放射が前記複屈折部品に入射する前に調整する偏光調整
部品と、
－　前記複屈折部品と前記検出器との間に配置されて、該検出器に入射する前記二次放射
の強度を制御する偏光選択性フィルタと、
を既に有し得る。この場合、上記分析システムは、該分析システムの付属品であるが、前
記ビームスプリッタ、前記偏光調整部品及び前記偏光選択性フィルタを有さない（これら
は上記分析システムに既に存在するから）本発明の装置と都合良く組み合わさる。一般的
に、顕微鏡及び後方散乱顕微鏡が斯様な分析システムである。
【００５０】
　例えば顕微鏡対物レンズの形態の前記収集部品は、上記分析システムの一部であり得、
当該装置に取り付けるために再び使用することができる。従って、当該装置は対物レンズ
、即ち収集部品上のネジ山に合致するネジ溝を有することができる。
【００５１】
　上記分析システムは、更に、空間オフセット検出測定値のデータ分析のためのユニット
を有することができる。かくして、前記二次放射の検出データを、媒体の組成を明らかに
するために使用することができる。
【００５２】
　本発明は、空間オフセット検出を実行する方法も提供し、該方法は、
－　請求項１ないし２１の何れか一項に記載の装置を準備するステップと、
－　第１偏光を有する一次放射を供給するステップであって、該一次放射により照射され
た場合に前記媒体に二次放射を放出させるステップと、
－　前記媒体上の第１位置に向かって、前記第１偏光の前記一次放射のビームを向けるス
テップと、
－　二次照射を検出するための検出器に向かって、前記媒体の第２位置から収集された第
２偏光の前記二次放射のビームの少なくとも一部を向けるステップであって、前記第２位
置が前記第１位置とは少なくとも部分的に異なるステップと、
を有し、前記一次放射のビームを向けるステップは前記複屈折部品による第１の操作を有
し、前記収集された二次放射のビームの少なくとも一部を向けるステップは前記複屈折部
品による第２の操作を有し、前記第１の操作の効果は、前記第１偏光が前記第２偏光とは
異なることにより前記第２の操作の効果とは相違する。
【００５３】
　当該方法は、二次照射を検出するための他の検出器に向かって、前記第１位置から収集
された前記第１偏光の二次放射のビームの少なくとも一部を向ける追加のステップを有し
、該第１偏光の二次放射のビームの少なくとも一部を向けるステップは前記複屈折部品に
よる第３の操作を有し、該第３の操作の効果は、前記第１偏光が前記第２偏光とは異なる
ことにより前記第２の操作の効果とは相違する。
【００５４】
　この方法は、二次放射を当該媒体上の２つの位置、即ち前記第２位置及び前記第１位置
から、１つの構成の励起のみにより（２つのデータポイントに対して、位置変更は実施す
る必要はないので）得ることを可能にする。該２つのデータポイントは、一方が表面を表
し（第１位置データ）、もう一方が当該媒体の一層内側の部分を表す、２つの深さの層に
おける該媒体の組成の推定を可能にする。上記表面のための参照データは知る必要はない
。
【００５５】
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　好ましくは、前記他の検出器は前記検出器と同一であり、前記装置は、二次放射の連続
する検出の間において前記検出器に入射する前記第１偏光の二次放射及び前記第２偏光の
二次放射の相対貢献度を調整するための偏光選択性フィルタを有する。この構成は、２点
測定法を顕微鏡等の通常の分析システム上で余分な検出器を要せずに実行することを可能
にする。該方法において、前記複屈折部品により前記二次放射を該二次放射の検出のため
の検出器に向けた後、同一の光学経路を、第１偏光の二次放射及び第２偏光の二次放射の
両方のために利用することができる。余分な検出器は必要とされない。前記第１及び第２
位置からの二次放射の相対含有度をフィルタし又は変化させるために、上記偏光選択性フ
ィルタは該二次放射の連続する測定の間において調整されねばならない。ここでも、当該
媒体の表面及び一層深い層におけるデータを得るために両データポイントを使用すること
ができる。
【００５６】
　当該方法において、請求項４に記載された装置を用いることができる。この構成は、当
該方法が、
－　前記第２位置からの前記第２偏光を持つ二次放射を検出するステップと、
－　前記第１位置を一定に維持しながら、前記第２位置をずらすように前記複屈折部品を
制御するステップと、
－　前記ずらされた第２位置からの前記第２偏光を持つ二次放射を検出するステップと、
を更に有することを可能にする。
【００５７】
　一層多くのデータポイントを得ることができるほど、当該媒体の表面の背後の一層良好
な深さプロファイルを決定することができる。この場合、このような測定のために移動す
る部品は必要とされない。というのは、前記複屈折部品を、前記一次放射のビームに対す
る前記二次放射のビームの相対移動を行うよう制御することができるからである。
【００５８】
　本明細書における前記データポイントは、好ましくは、紫外、蛍光、ラマン又は赤外ス
ペクトル等の、物質を表すスペクトルである。
【００５９】
　尚、全ての図は、そうでないと示さない限り、概略図である。
【図面の簡単な説明】
【００６０】
【図１】図１は、図の面における垂直線としての深さ方向（Ｚ軸）によるサンプルの断面
図を示し、媒体上の或る位置における励起放射による媒体の励起が、どの様にして、他の
位置における放射の放出を生じさせるかを示すために用いられている。
【図２】図２は、複屈折プリズムを有する本発明による例示的装置を示す。
【図３】図３は、複屈折プリズム及び放射収集レンズを有する本発明による装置を示す。
【図４Ａ】図４Ａは、放射ビームスプリッタ及びフィルタを更に有する図３の装置を示す
。
【図４Ｂ】図４Ｂは、放射ビームスプリッタ及びフィルタを更に有する図３の装置を示す
。
【図５Ａ】図５Ａは、プリズムの構成の側面図を示す。
【図５Ｂ】図５Ｂは、プリズムの構成の上面図を示す。
【図６】図６は、螺旋プレートにより得られ得る、媒体上の放射励起及び収集パターンの
上面図を示す。
【図７】図７は、螺旋プレート、並びに該螺旋プレートが図６の励起及び収集パターンを
得るためにどの様に使用することができるかを示す。
【図８Ａ】図８Ａは、どの様にして螺旋プレートを作製することができるかを示す。
【図８Ｂ】図８Ｂは、どの様にして螺旋プレートを作製することができるかを示す。
【図８Ｃ】図８Ｃは、どの様にして螺旋プレートを作製することができるかを示す。
【図８Ｄ】図８Ｄは、どの様にして螺旋プレートを作製することができるかを示す。
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【図９Ａ】図９Ａは、励起及び収集パターンを変更するために、どの様にして螺旋プレー
トの形状を変化させることができるかを示す。
【図９Ｂ】図９Ｂは、励起及び収集パターンを変更するために、どの様にして螺旋プレー
トの形状を変化させることができるかを示す。
【図１０】図１０は、複屈折レンズを備えた本発明による例示的装置を示す。
【図１１Ａ】図１１Ａは、複屈折レンズ及び放射収集レンズ（対物レンズ）を備えた本発
明による例示的装置を示す。
【図１１Ｂ】図１１Ｂは、複屈折レンズ及び放射収集レンズ（対物レンズ）を備えた本発
明による例示的装置を示す。
【図１２Ａ】図１２Ａは、液晶層に基づく調整可能な複屈折を備えた複屈折プリズム、及
び該プリズムの複屈折がどの様にして異なる動作モードを提供し得るかを示す。
【図１２Ｂ】図１２Ｂは、液晶層に基づく調整可能な複屈折を備えた複屈折プリズム、及
び該プリズムの複屈折がどの様にして異なる動作モードを提供し得るかを示す。
【図１３Ａ】図１３Ａは、複製層及び液晶層に基づく調整可能な複屈折を備えた複屈折レ
ンズ、並びに該レンズの複屈折がどの様にして異なる動作モードを提供し得るかを示す。
【図１３Ｂ】図１３Ｂは、複製層及び液晶層に基づく調整可能な複屈折を備えた複屈折レ
ンズ、並びに該レンズの複屈折がどの様にして異なる動作モードを提供し得るかを示す。
【図１３Ｃ】図１３Ｃは、液晶層に基づく調整可能な複屈折を備えた複屈折液晶型ＧＲＩ
Ｎレンズ、及び該レンズの複屈折がどの様にして異なる動作モードを提供し得るかを示す
。
【図１３Ｄ】図１３Ｄは、液晶層に基づく調整可能な複屈折を備えた複屈折液晶型ＧＲＩ
Ｎレンズ、及び該レンズの複屈折がどの様にして異なる動作モードを提供し得るかを示す
。
【図１３Ｅ】図１３Ｅは、固体複屈折レンズ本体及び流体チェンバを備えた例示的装置を
示す。
【図１４】図１４は、当該装置がどの様にして後方散乱分析システムの一部となり得るか
を示す。
【図１５Ａ】図１５Ａは、分析システム（例えば、顕微鏡）のための付属品としての装置
の構成例の側面図を示す。
【図１５Ｂ】図１５Ｂは、分析システム（例えば、顕微鏡）のための付属品としての装置
の構成例の上面図を示す。
【図１５Ｃ】図１５Ｃは、切り換え可能な複屈折部品が、どの様にして、本発明による装
置又は分析システムから取り外し可能なホルダの一部となり得るかを示す。
【発明を実施するための形態】
【００６１】
　本発明は、ＳＯＲＳ等の空間オフセット検出を可能にするための、好ましくは可動部品
を用いない、分光システム等の分析システムにおける励起放射ビーム及び放出放射ビーム
の特性の独立した制御の要求に対する一般的解決策を提供する。本発明の前後関係におい
て、空間オフセット測定は、励起位置と放出収集位置との間の制御可能なオフセットに関
するもので、該オフセットは深さの差及び／又は横方向のサンプル表面の差に関するもの
である。本発明の装置は、このような測定を可能にするために、既存の分析システムの容
易な適応化を可能にする。
【００６２】
　屈折率なる用語は、全電磁スペクトルに、特には当該スペクトルの光部分に適用するこ
とができる。
【００６３】
　複屈折は、光の伝搬方向及び偏光に依存する屈折率を有する物質の特性である。異方性
物質は複屈折的であると言われる。複屈折は、しばしば、当該物質内で異なる偏光の放射
が受ける屈折率（通常屈折率及び異常屈折率）の最大差により定量化される。
【００６４】
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　このように、複屈折物質は放射ビームを、各々が異なる角度で屈折又は透過されると共
に、各々が他方に対して直角に偏光される２つのビームに分割することができる。方解石
及び石英等の特定の結晶は、このような特性を有している。
【００６５】
　最も単純なタイプの複屈折は、一軸異方性を持つ物質のものである。即ち、該物質の構
造は、全ての垂直方向に光学的に等価な対称軸を有するようなものである。この軸は該物
質の光軸として知られているもので、該光軸に対して平行及び垂直な直線偏光を持つ光は
同一でない屈折率、即ち、異常屈折率及び通常屈折率（各々、ｎｅ及びｎｏとして示され
る）を有する。これら名称は、非偏光光が当該物質に光軸に対して零でない鋭角で入射し
た場合、この軸に対して垂直な偏光を持つ成分は標準の反射法則に従って屈折される一方
、相補的偏光成分は入射角及び複屈折により決まる非標準的角度で屈折する。従って、当
該光は、通常及び異常として知られている２つの直線偏光ビームに分かれる。当該光が光
軸に沿って又は直交して伝搬する場合に例外が生じる。第１の場合、両偏光及び光線は通
常であり、分割されない。第２の場合も、当該光の２つの別個の方向への分割は存在しな
いが、通常及び異常成分は異なる速度で進行し、該効果は直線偏光と円又は楕円偏光との
間で相互変換するために使用される。
【００６６】
　二軸物質においては、３つの屈折率α、β及びγが存在するが、高速光線及び低速光線
と呼ばれる２つの光線しか存在しない。低速光線は、当該物質が最高の実効屈折率を有す
るものである。
【００６７】
　放射ビームは、一般的に、ビーム伝搬方向に伝搬し、従って、放射ビームは、しばしば
、伝搬方向に平行なビーム軸を有すると言われる。しかしながら、このような軸を有する
ビームにおいて、該ビームの或る部分における放射は、それでも、該ビームの他の部分の
放射とは異なる方向に伝搬し得る。これは、例えば、収束又は発散ビームの場合である。
これは、一般的に、例えば平行ビームにおいては、そのようにならない。
【００６８】
　光学系の光軸は、該系を介して光が伝搬する経路を定める仮想線である。簡単なレンズ
及びミラーからなる系の場合、該軸は各面の曲率中心を通過し、回転対称軸に一致する。
光軸は、しばしば、当該系の機械軸に一致するが、軸外れ光学系の場合におけるように、
常にそうということではない。
【００６９】
　本発明は、励起位置と当該励起により生じる信号／ビームの検出位置との間に横方向オ
フセットが必要とされる分析システムに適用することができる。１つの斯様なシステムは
、空間オフセットラマン分光（ＳＯＲＳ）システムである。
【００７０】
　ラマン方法は、結果として励起波長とは異なる波長の分析信号を生じさせる、物質中で
の光子の非弾性散乱に依存する。エネルギ損失は、非常に固有であって、当該物質の指紋
を形成する化学結合振動情報を含む。
【００７１】
　物質の指紋（ラマンスペクトル）を得るためには、ラマン散乱光子が検出系に到達する
こと、即ち、光子が収集系の開口数内の位置から生じなければならないことが重要である
。従って、通常のラマン分光法では、励起及び検出は当該物質の同一位置で生じ、信号は
、通常、顕微鏡装置を用いて後方散乱モードで検出される。更なる情報に関しては、ラマ
ン分光法の一般的説明を参照されたい。
【００７２】
　この種の測定は透明な物質に対しては良好に働くが、使用される励起放射（ラマン分光
法の場合は光）に対して完全に透明ではない物質に対しては、通常、困難である。これら
の目的のためには、空間オフセットラマン分光法（ＳＯＲＳ）を用いることができる。
【００７３】
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　ＳＯＲＳ測定又は何らかの他の空間オフセット測定（蛍光、燐光、ＩＲ）の一般的原理
を、図１を参照して説明する。
【００７４】
　図１は、互いに上下の２つの異なる物質層１０２及び１０３からなるサンプル１０１を
示し、これら層のうちの上側層１０２は励起放射に対して部分的にのみ透明である。励起
放射は、ビーム１０４により層１０２の上側表面に位置１０５（上記上側表面に対して平
行に走るＸ軸上に１０５ｘで示されている）において供給される。該サンプルは、ビーム
１０４に対して平行に走るＺ軸の周りに回転対称であると仮定され、且つ、円形の励起ス
ポットが仮定される。層１０２は、例えばプラスチックボルト又はボール紙の箱等から形
成された散乱性遮蔽物と見ることができる。
【００７５】
　励起放射は、励起位置１０５から散乱の結果として下側の物質層を経て進行し、そうす
るうちに、層１０２の表面の下側の或るボリュームの物質を励起する。励起放射の侵入包
絡線は深さの増加に伴い変化する（侵入１１２及び１１３に各々対する包絡線１１０及び
１１１参照）。励起されたボリューム物質は、検出されるべき放射（ラマン、蛍光、燐光
、ＩＲ等）を生成し、該放射は全ての種類の散乱過程を経て層１０２の表面に現れる。該
出現する検出放射の包絡線も、深さに伴い変化し、上記包絡線１１０及び１１１に類似す
る。結果として、励起位置１０５から横方向に一層離れて（Ｘ軸に沿って）散乱放射を検
出するほど、当該検出信号に対する一層深い層の相対貢献度が大きくなる。従って、例え
ば、空間オフセット１０７の位置１０６において検出される放射は、該空間オフセット１
０７より小さな空間オフセット１０９の位置１０８において検出される放射よりも、層１
０３により発生された放射の一層高い相対含有度を有する。この場合、層１０２の貢献度
に関しては反対のことが成り立つ。
【００７６】
　当該サンプルを同一の位置で励起する間の２つの異なる位置における２つのスペクトル
の検出及びこれらスペクトルの適切な分析は、物質の成分の分離を可能にする。この場合
、２つの層しか存在しないので、斯かる層の一方のスペクトルを決定するには、遮蔽側の
部分的に透明な層１０２の性質が分からなくても、２つの測定で十分である。もっと多く
の層が含まれる場合、もっと多くの測定が必要であり得、データは、異なる層を分離する
ために多変量分析を必要とする。このような測定を、１つの位置における励起及び異なる
オフセット位置における測定により、又は異なる位置において励起する一方、単一オフセ
ット検出位置において検出することにより実行することもできることに注意されたい。こ
の分析の結果は従来のラマンデータ分析とは異なることはないので、多変量分析以外に特
別なデータ処理は必要とされない。
【００７７】
　図1の場合におけるオフセットは、信号が当該サンプルの励起位置からは横方向に異な
る位置において検出されることを意味する。この場合、横方向とは励起ビームの方向に対
して実質的に垂直を意味する。前述したように、散乱強度は、励起と検出との間の横方向
の位置の差が用いられる場合に急速に減少する。このような減少にも拘わらず、測定され
る信号は、特定の参照及び補償の後には、当該サンプルの、上記遮蔽物ではなく、内部を
大いに反映する。このように、ＳＯ測定は、散乱性表面層からのデータ（スペクトル）が
、下側の関心物質のデータ（スペクトル）の殆どを隠蔽する場合に特に有効である。検出
経路に空間オフセットを適用することにより、表面の物質により隠蔽される物質からのデ
ータ（スペクトル）の相対寄与度が増加し、普通の視覚では隠れている物質を検出及び識
別するための特有のツールを提供する。
【００７８】
　従来のシステムにおいてＳＯ測定を可能にするためには、一般的に、積分光学系及び／
又は載物台等の機械的可動部品を通常有する複雑な励起検出装置が必要とされる。本発明
によれば、単一又は可変の空間オフセットが、偏光に基づいた励起信号及び検出信号の異
なる処理に基づく簡単な方法で提供される。特に、標準的後方散乱モードシステムの光学
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的構成を変更することなしに、ＸＹ面（ＸＺ又はＹＺ面ではなく）における励起経路と検
出経路との間の空間的差を形成することができる。このアイデアは、なかでも、散乱過程
（ラマン散乱）は、強い配向性（結晶格子、液晶）を有する媒体／物質が分析されるので
ない限り、優先的偏光は有さないという認識基づいている。或る偏光の励起放射を供給し
、オフセット位置から検出放射として他の偏光を選択することにより（両偏光は個別に選
択又は設定することができる）、空間オフセット動作モードが実現される。
【００７９】
　複屈折部品が使用される（複屈折がＸＹ面（例えば放射ビームの透過に対して垂直な）
内に存在する）如何なる構成も、サンプルの励起位置と放射放出位置との間に空間的差が
生じる。このことは、ランダムに偏光された放射が複屈折部品に入射する場合にさえも成
り立つ。前述し、且つ、一般的に知られているように、このような放射は複屈折部品によ
り異なる偏光を持つビームに分割される。従って、偏光のタイプが励起及び放出偏光方向
が直交するように選択される限り、如何なる偏光構成を使用することもできる。このこと
が下記の表に示され、該表は、放射において検出される異なる信号及び選択された偏光方
向を励起偏光の関数として示している。
【００８０】
【表１】

【００８１】
　示されるように、非オフセット機能（影響されない放射）は、偏光が励起偏光と同一の
場合に当てはまる一方、オフセット機能（放射の屈折又は偏向）は異なる偏光に当てはま
る。
【００８２】
　直線偏光された励起入射及び円偏光された放出の検出のように、励起及び放出偏光の多
くの他の組み合わせが可能である。この事例に関しては、混合された信号が得られる。
【００８３】
　物質の複屈折特性に基づいて、複屈折部品は、該複屈折部品から所望の光学的機能を選
択するために偏光の入射面及び放射偏光方向に対して適切に向けられることが好ましい。
複屈折物質の場合、この方向は該複屈折物質のディレクタ（director）軸に対して平行又
は垂直の何れかに一致されるべきである。というのは、その場合、完全に分解された励起
及び検出信号が生じ得るからである。如何なる他の状況においても、信号オリジンの混合
状態が生じ、必ずしも適切な（空間オフセット）測定を妨げるものではないが、信号オリ
ジン及び空間オフセット信号対非オフセット信号の比は余り明確にならず、当該データか
ら物質特性を抽出するための追加のデータ処理を必要とする。
【００８４】
　本発明は、各々が自身の一群の利点を備えた複数の装置で実施化することができる。各
装置は、分析システムの一部（永久的な又は該分析システムの付属品として）であり得る
。
【００８５】
　第１の装置は少なくとも１つの複屈折プリズムを有する。図２は、等方性部分２０２及
び複屈折部分２０４を含む複屈折プリズム２００を備えた装置を示す。該プリズムは、分
析されるべき材料の表面２０６（例えば、図１の層１０２の表面等）上に配置される。
【００８６】
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　複屈折部分２０４の屈折率の一方（通常（ｎｏ）又は異常（ｎｅ））は等方性部分２０
２の屈折率（ｎ）と整合される。励起放射のビーム（例えば、２１０）は、ビーム伝搬軸
方向（２１０）に沿う検出側で当該プリズムに入射し、該プリズムを励起側で出射する。
図の面に偏光（この場合は直線であるが、他のものも可能である）２１２を有するビーム
２１０に対して、この例では、等方性部分２０２の屈折率及び複屈折部分２０４の通常屈
折率が一致され、従って、このビームの屈折は生じない。該ビーム２１０は位置２１４（
Ｘ軸上の）において表面２０６に入射する。該励起位置２１４は、例えば図１における励
起位置１０５（第１位置）に対応し得る。ここで、上記表面により位置２１６（第２位置
）から特定の角度内で放出される正しい偏光２２０（即ち、ビーム２１０のもの２１２と
は同一でない偏光）を持つ検出放射２１８は、当該プリズムにより、検出側において該プ
リズムを励起放射２１０のものとは反対の方向で出射するようにして（該検出放射２１８
は該プリズムにより屈折されるからである）収集することができる。１つの斯様な放射光
線が、偏光２１２に対して垂直な（図の面に垂直な）偏光２２０を有する光線２１８によ
り表されている。このビーム２１８に対して、当該プリズムの部分２０２及び２０４の屈
折率は、部分２０４の複屈折的性質の結果として一致せず、従って、部分２０２及び２０
４の間の界面で（逆）屈折される。部分２０２は、通常、空気のものとは異なる屈折率を
有し、その結果、該部分の境界では屈折効果が全ての偏光に対して生じることに注意され
たい。しかしながら、このことは当該装置の一般的動作原理を妨げることはない。
【００８７】
　当該ビームが偏向される角度は、２つの部分２０２及び２０４を分離する複屈折面の三
次元方位、並びに異常屈折率と通常屈折率との間の差に依存する。該偏向角は、スネルの
法則（ni sinθi = nt sin θt）及び適切な屈折率に基づき標準の光学理論を用いて計算
することができる。
【００８８】
　一例として、ビーム２１８が当該プリズムエレメントを直角２２２で出射すると考える
。使用される全ての材料は１.５の屈折率（複屈折部分２０４の通常屈折率を含む）を有
し、異常屈折率は１.７５であると仮定する。９０°の最大偏向を生成するためには、部
分２０２と２０４との間の屈折面の垂線が出射ビーム２１８に対して４１.７４°の角度
をなすことが必要である。
【００８９】
　励起放射２１２は偏向されないままである一方、検出放射２１８は偏向されている。励
起放射が偏向される一方、検出放射が影響されない逆の状況も、空間オフセットを生成す
るためにうまく使用することができる。
【００９０】
　このように、当該装置は、図１を参照して説明したＳＯ測定のために必要に応じて空間
オフセット２２４を提供することができると共に、当該プリズムに入射する前の励起放射
ビーム２１０及び該プリズムを出射した後の屈折ビーム２１８が後方散乱モード顕微鏡又
は分光システムにおけるのと全く同様に再び同一軸に沿って進行するようにさせることが
できる。従って、該装置は通常の後方散乱モード分析システムのための簡単な強化として
働き得る。通常のシステムの光学系又は放射操作手段を、ビーム２１０を当該装置に供給
すると共に、該装置を出射した後の検出ビーム２１８を該システムの検出器に向かうよう
操作するために使用することができる。当該システムの一層完全な説明を以下に示す。
【００９１】
　図２の装置を有利に調整することができる。光線２１８”は、位置２１６とは空間的に
異なるオフセット位置２１６’から到来するが、光線２１８と同一方向に向きが変えられ
、当該分析システムの開口内に入る際に検出器により記録されることを示している。この
ことは、当該装置のコントラストの低下を増大させる。即ち、２１８及び２１８”により
定められるビームが１つの測定において検出器に到達することを可能にする場合、実効的
に、表面２０６上のＸ軸に沿う複数の全ての位置から（この場合は、少なくとも位置２１
６と位置２１６’との間の位置から）放射を検出している。
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【００９２】
　コントラストは、プリズム２００の検出及び／又は励起側に開口を画定することにより
増加させることができる。これは、検出器に到達する検出放射ビームが画定される、所望
なら調整可能な直径及び／又は形状を持つ簡単なピンホール装置とすることができる。該
開口は、斯様なビーム制限機能を持つ如何なる形状のものとすることもできる。図２は、
当該プリズムの励起側におけるアパーチャ２２６を示し、励起放射用の開口及び検出放射
用の開口を備えている。該アパーチャは横方向位置に関しても調整可能なものとすること
ができる。このような調整可能性によれば、空間オフセットをコントラストの損失なしに
決定することができる。
【００９３】
　当該装置の感度も調整することができる。前記アパーチャ２２６（もし存在するなら）
を通過し得る検出放射光線２１８’から理解されるように、位置２１６’から収集される
光線の量（光子の数及びこれらによるエネルギ）は、表面２０６から光線２１８とは異な
る方向に放出される放射光線は当該装置により光線方向２１０とは平行でない方向に向き
が変えられ、最終的に、これら光線は検出器に到達しないことになり得る（これら光線は
軸外れとなる）ので、限定される。完成した分析システムの開口数（ＮＡ）は、このよう
な効果の限界をもたらす。
【００９４】
　上記効果は、表面２０６から光線が放出される固有の円錐内の、該表面からの光線を収
集する収集デバイスを当該装置又は当該システム内に導入することにより低減することが
できる。図３は、等方性部分３０２及び複屈折部分３０４を備えたプリズム３００を示す
。該プリズムは、図２のものと同様のプリズムであり、同様に作用する。図の面内の偏光
３１２を備えると共に図示された外側の光線により画定される幅を有する励起ビーム３１
０は、当該プリズムに、直角３２２に入射し、該プリズムを介して影響を受けないで進行
し、次いで、分析されるべき物質の表面３０６の位置３１４上にレンズ３０５により収束
される。レンズ３０５は収集デバイスとして機能する。該レンズは、位置３１６から放出
される全円錐の光線３１８（実線により表されている）を収集し、次いで該光線は当該プ
リズムにより励起ビーム３１０の方向に対して平行に向きを変えられる。
【００９５】
　レンズの形態の収集デバイスの更なる利点は、図２の状況に対してコントラストも増加
されることである。位置３１６に端を発する円錐３１８の部分により収集されるＸ方向に
おける異なる位置からの光線は、プリズムの代わりにレンズの開口（レンズ口径）により
規定されて減少される。このように、図２のピンホール部分２２６は必要とされないが、
必要なら、コントラストの更なる改善策として追加することもできる。
【００９６】
　図４Ａ及び図４Ｂは、検出システムの一部とすることができると共に、図３の装置を組
み込んだ装置４００の２つの構成例を示す。この簡単なシステムは、多数の蛍光及び／又
はラマン分光計に使用される従来の顕微鏡システムの一部とすることができると共に、通
常はそうである。図３の装置に関連して説明したものと同一のフィーチャを表すフィーチ
ャには同一の符号が付されている。
【００９７】
　当該装置又はシステムには、等方性部分３０２及び複屈折部分３０４を備えたプリズム
３００が存在すると共に、該プリズムの励起側に配置されたレンズ３０５が存在する。プ
リズム３００及びレンズ３０５は、図３を参照して説明したように動作する。当該装置に
はノッチ又はエッジフィルタ４０２（ビームスプリッタとしての）が存在し、該フィルタ
は図の面における偏光方向３１２を持つ放射源（図示略）からの励起ビーム３１０を、該
ビームが上記プリズムに直角に入射するように該プリズムに向かうように向きを変える。
該ビームは、上記プリズムを影響されないで通過し、図３を参照して説明したようにレン
ズ３０５により収束された後に位置３１４においてサンプル表面３０６に入射する。上記
ノッチ又はエッジフィルタは励起ビーム３１０を実質的に反射する、波長選択性反射器又
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はビームスプリッタとして機能する。
【００９８】
　偏光３２０を持つ検出放射は、位置３１６からレンズにより集光され（偏光３１２及び
３２０は一緒に集光される）、偏光３２０を持つ部分は図３を参照して説明したように当
該プリズムによりビーム３１８としてノッチ又はエッジフィルタ４０２方向に向きを変え
られる。このビーム３１８は、当該サンプルにおける励起作用（ラマン又は蛍光若しくは
燐光等の他のもの）に起因して波長がずらされるという事実により、該フィルタを通過す
る。フィルタ装置４０４（該フィルタは、例えば、偏光子又は検光子であり得る）は、ビ
ーム３１８を検出器４０６へと通過させるように調整される。偏光３１２を持つ検出放射
のうちのレンズ３０５によって収集された部分は、プリズム３００により向きを変えられ
ることはないことに注意されたい。何故なら、該部分は、そのためには不適切な偏光を有
し、従って、当該プリズムを収集方向３２６に（即ち、軸外れで）離脱するからである（
このことは、図３にビーム３１８の偏光３１２を持つ１つの光線に関してのみ示されてい
る）。従って、該部分は検出器４０６に届くことはない。
【００９９】
　励起位置３１４における励起により生じた該励起位置から到来する後方散乱放射ビーム
３２８も、レンズ３０５により収集される。ノッチ又はエッジフィルタ４０４に到達する
該ビーム内の如何なる励起放射（偏光の如何に拘わらず）も、このノッチ又はエッジフィ
ルタにより、４０４に至る経路外へと向きが変えられる。更に、位置３１４から発した、
このビーム３２８の偏光３２０を有する検出放射部分（従って、波長がずらされている）
は、プリズム３００により軸が外されて光線３３０（図３参照）と同じ方向を持つビーム
として向きが変えられ、従って検出器に到達することはない。しかしながら、ビーム３２
８の検出放射のうちの偏光３１２を持つ部分は、プリズム３０２により検出器の方向に影
響を受けずに通過される。該部分は、フィルタ４０２を通過するが、間違った偏光を有し
ている故に選択デバイス４０４により検出器に到達することから防止される。
【０１００】
　このように、位置３１６に関係する検出放射を、他のサンプル位置からの放射の妨害な
しに、ビーム３１８から記録することができる。
【０１０１】
　ＳＯ法の場合、２層サンプルの一方の層（例えば、非表面層）から固有に由来する放射
を推定することができるためには、少なくとも１つの他の位置のデータ（これが、他の参
照から未だ分かっていない場合）も必要とし得る（図１を参照したＳＯ測定の一般的動作
の説明参照）。当該サンプルが、複数の層を有する等のように、一層複雑な場合は、もっ
と多くの斯様な異なる位置が必要とされる。読者は、ＳＯＲＳ測定原理及び多変量分析を
用いるデータ処理に関して記載した更なる背景を参照されたい。
【０１０２】
　本発明は、斯様な参照データ（スペクトル）を簡単な方法で収集することができるよう
にする。というのは、位置３１４から発しレンズ３０５により集光される偏光３１２を持
つ後方散乱放射を、この目的のために便利に使用することができるからである。ビーム３
２８を検出器に向かって通過させると共にビーム３１８を阻止するような選択デバイス４
０４の簡単な再調整（例えば、当該検光子の９０°にわたる回転）は、位置３１４の放射
の記録を位置３１６の放射の妨害無しで可能にする。
【０１０３】
　図５Ａ及び図５Ｂは、図２及び図３のプリズムの代替構成例であるプリズム５００を、
各々、側部及び上部から示す。該プリズムは図２又は図３のものと同様に動作するが、設
計が異なることを可能にする。該プリズムは、互いに並置された小さな副プリズム５０１
から構成されている。これら副プリズム５０１の各々は、等方性部分５０２及び異方性複
屈折部分５０４を有している。図２及び図３のプリズムと比較すると、部分５０２と５０
４との間の屈折面に関して、プリズム全体の幅にわたって同一の角度を持つ一層扁平なプ
リズムを実現することができる。図５Ｂは、小さな実線の帯により、各々が複屈折物質分
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子のディレクタ（director）を表す該複屈折物質分子の向きの平行な配向を示している。
【０１０４】
　以上に説明したプリズムによる構成例において、空間オフセットシステム内での放出信
号に対する励起信号の方向制御は、スポット若しくはライン励起及び／又は検出が用いら
れるようにして使用されている。これらの構成は、常に励起と検出との間のオフセットを
使用するための最も効率的な方法であるとは限らない。
【０１０５】
　オフセットを持つ励起及び検出領域の他の形状又は断面も、有利に用いることができる
。１つの代替的な好ましい構成は、リング（環状）励起及び／又は検出を設けることに基
づくものである。リング励起方法においては、当該信号を収集することができる多数の点
が、当該リングの中心から同一の距離で励起される。この構成は、より低い検出限界及び
少ない測定時間をもたらす。この構成の更なる利点は、励起面積が増加した場合には励起
表面における信号のフラックスが一層小さくなるので、当該物質を損傷する危険性無しに
一層高い励起放射パワーを使用することができることである。他の例として、逆モードの
構成によれば、励起点の周囲のリングからの放射の収集が可能である。特に、大きなオフ
セットが用いられる場合（混濁媒体における一層深い測定に対応する）、これらの構成は
、点励起及び点収集と比較して効率の改善をもたらす。
【０１０６】
　図６は、上方から見たサンプルの表面６００を示す。該表面上には、中心スポット６０
２及び取り囲むリング６０４の形態の位置が示されている。上記スポットは励起放射が当
該表面に供給される位置であり得ると共に上記リングは放出放射が収集される位置であり
得るか、又は上記リングが励起信号であり得ると共に上記中心スポットから放出を収集す
ることができる。空間オフセットは距離６０６により与えられる。
【０１０７】
　図７は、このようなリング状励起／検出を実現することができる装置を示している。部
分７００は螺旋プレートを示し、該螺旋プレートは当該リングの中心における検出位置に
対して空間オフセットを伴うリング状照明を発生するために用いることができる。該螺旋
プレートは厚さ７０２を有し、該厚さは当該プレートの周方向には変化するが、半径方向
では一定である。該プレートは、励起及び検出放射に対して実質的に透明な物質から形成
される。該螺旋プレートは上記物質により円形プリズムの形態の偏光感知性ビーム偏向子
として機能する。結果として、該螺旋プレートは中心ビーム７０４を、リング状断面を有
するビーム７０６に変換する。
【０１０８】
　位相板エレメント（非複屈折ではあるが）の説明は、文献“Half integral spiral pha
se plates for optical wavelengths”, J. Opt. A: Pure appl. Opt. 6 (2004) S288-S2
90に示されている。他の説明は、文献“Production and characterization of spiral ph
ase plates for optical wavelengths”, Appl. Opt. 43, 688-694 (2004) に示されてい
る。これらの螺旋プレートは、等方性であっても、本発明のために使用することができる
。この場合、該プレートは複屈折物質から形成されるか、又は等方性物質から形成されて
、段状側に複屈折物質を接触させることによりプリズム面を形成するかの何れかである。
当該複屈折螺旋プレートが一方の偏光を屈折することができると同時に他方を影響されな
いままとすることができる限り、該プレートは本発明において励起位置と検出位置との間
のオフセットを生成するために用いることができる。
【０１０９】
　複屈折螺旋プレートの可能性のある製造工程の一例を、図８Ａ～図８Ｄを参照して説明
されるステップに従って解説する。図８Ａは基板８０２上の螺旋プレート８００（図７の
ものと同一）を示す。該プレートは、例えば真鍮のダイヤモンド仕上げ鋳型から開始する
ことにより形成することができる。この鋳型から、上述した文献“Production and chara
cterization of spiral phase plates for optical wavelengths”, Appl. Opt. 43, 688
-694 (2004) に記載されているように、写真複製により複製が形成される。この写真複製
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行程の結果は、基板上の螺旋プレート７００の形態の上記鋳型の複製である。該螺旋位相
板は、等方性透明プラスチック材料から形成することができ、好ましくは等方性透明プラ
スチック材料から形成されるものとする。
【０１１０】
　次に、上記構造上に、例えば溶液のスピンコーティングにより配向層が設けられる。配
向層は、第２基板８０４上にも設けられる。これら配向層は、方向８０８及び８１０に、
好ましくは当該螺旋位相板の高さステップ方向と平行に擦られる（ラビングされる）。こ
のことは、分子はステップ境界面にも平行に配向されるので、当該螺旋の最上ステップ境
界におけるアーチファクトも最小化する。上記基板は、例えば、ガラス製スライド又は透
明なプラスチック基板とすることができる。
【０１１１】
　次いで、上記複製螺旋位相板８００に対応するのに十分なほど厚い離隔エレメント（ス
ペーサ）８１２及び８１４が設けられ、２つの基板及びスペーサは図８Ｃに示されるよう
に一緒にされる。これらスペーサ及び基板は、例えば、一緒に接着することができる。
【０１１２】
　斯様にして形成された空洞は、次いで、図８Ｄに液晶分子を表す平行なラインの集合と
して示されるように、液晶であり得る適切な複屈折材料８１６により充填される。該液晶
材料の分子は、前記基板上の配向層のラビング方向に従って整列する。
【０１１３】
　当該エレメントは、例えばノーランド６５ＵＶ硬化性接着剤（図８Ｄには、明瞭化のた
めに図示されていない）等の適切な材料の液滴により前後から閉じられる。他の密閉手段
も同様に用いることができる。
【０１１４】
　上記液晶は、そのような材料が使用される場合はＵＶ硬化することができる。この目的
のために、例えばメルク社により販売されている反応性メソゲンを採用することができる
。このようにして、当該螺旋位相板構造を良好に封入した固体複屈折材料を得ることがで
きる。他の例として、当該液晶材料は、例えば切り換え可能な又は調整可能なデバイスを
形成する目的のように維持することもできる。
【０１１５】
　上記工程は、以下に説明するようなデバイス（プリズム及びレンズ）構造の偏向又は屈
折面を画定する全てのタイプの複製型（固体）材料を製造するために使用することができ
る。
【０１１６】
　プリズム装置の場合と全く同様に、複屈折材料及び螺旋プレート材料は、当該複屈折材
料の通常及び異常屈折率の少なくとも一方は当該螺旋プレート材料の屈折率と一致するが
、他方は一致しないように選択される。この場合、螺旋プレート構造の材料は単一の屈折
率を持つ等方性である。従って、螺旋プレートの表面と複屈折材料との間の界面では、一
方の偏光の放射に対しては屈折率の差が存在するが、他方の偏光の放射に対しては斯様な
差は存在しない。
【０１１７】
　この場合、２つの異なる偏光のビームの間にオフセットを生成するための当該装置の作
用は、プリズムのものと大いに匹敵する。このように、一方の直線偏光を持つ光は当該装
置の如何なる複屈折の変化によっても影響を受けないが、他方の直線偏光は上記界面にお
ける屈折率の差により屈折される。従って、正しい偏光の励起ビームは当該装置を介して
真っ直ぐに進行することができるが、当該円から収集されると共に該励起放射とは異なる
偏光の放射は、後方散乱モードで動作する分析システムのために再び正しい方向に屈折さ
れる。
【０１１８】
　当該例において、螺旋プレートは方位角の周囲で厚さが滑らかで一様に増加する。方位
角に対する、この一様な厚みの増加は、円形の照明パターンを付与する。しかしながら、
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不均一な厚さの増加が用いられた場合、該照明パターンは例えば楕円に変化され得る。こ
のように、固体本体の形状を方位角の関数として変化させることにより、照明パターン形
状を変化させることができる。例えば、図９Ａは、方位角（α）の関数としての本体厚（
ｔ）の線形な増加が、どの様に円形照明パターンを生成するかを示し、ここで、該円形パ
ターンの直径は異なる傾斜を用いることにより変化される。オフセットは、この円の直径
に関係し、従って、可変オフセット位置は、各々が同一の形状の異なる円形照明パターン
を形成する複数の交換可能な装置を用いることにより提供することができる。代わりに又
は加えて、装置の各々に関して形状を変化させることもできる。
【０１１９】
　螺旋位相板の出力パターンの形状は、周に対する線形な厚さの増加を他の関数に変更す
ることにより変更することができる。例えば、図９Ｂは楕円照明パターンを生成するため
の角度の関数としての本体厚の増加を示している。
【０１２０】
　リング状ビームを生成する代わりに、他の例は、幾つかの励起点及び単一の検出点を生
成する又はその逆を生成するためのものである。複屈折材料（例えば液晶材料等）におけ
る構造的特徴を用いることにより、ホログラフ的に幾つかの点及び／又は照明形状を生成
する一方、信号は単一のスポットから収集されるようなエレメントを作製することができ
る。このような構成の利点は、非平坦な表面の高度に固有の照明が可能となることである
。同様に、該構成は、多重化の使用、又は当該材料を損傷する危険性のない一層高い励起
用レーザパワーの使用を可能にする。このようにして、所望の組の励起点を発生するため
に回折性光学エレメントを使用することができる。同じ利点を達成するパターンを発生す
るために円形エレメントを使用することができる。
【０１２１】
　本発明を実施する他の方法は、励起位置と検出位置との間の深さ方向の（サンプルの外
側から内側へ走るサンプルのｚ方向であり、通常、該サンプルの表面に垂直である）差に
関するものである。このことは、励起ビームが収束される深さと放出光が収集される焦点
との差をもたらす装置により達成することができる。透明でない媒体が斯様なシステムに
より分析される場合、該分析されるべき媒体の表面は、励起放射ビーム及び検出放射ビー
ムに対して異なる断面積を形成する。例えば、励起ビームは表面に収束され得る一方、検
出ビームの焦点は、検出放射が当該装置により収集される面積が励起面積の焦点より大き
くなるようにして、該媒体の内部（当該表面の背後）であり得る。
【０１２２】
　第１の例示的装置は、図１０に示されるような光学エレメントの使用に基づくものであ
る。該装置は、異常屈折率（ｎｅ）とは異なる通常屈折率（ｎｏ）を備えた複屈折部分１
００２と、単一の等方性屈折率（ｎ）を備えた等方性部分１００４とを含む複屈折レンズ
１０００を有している。部分１００２及び１００４は、これらの間に湾曲された（レンズ
）面１００３を画定する。部分１００２の通常及び異常屈折率のうちの一方は部分１００
４の等方性屈折率と一致され、従って、他方のものは一致されない。この場合、これら部
分は、一致しない屈折率が収束レンズを形成するように選択される。しかしながら、他の
整合も以下に説明するように選択することができる。図１０の場合において、各屈折率は
、図の面内の直線偏光１００８を備えた励起放射ビーム１００６が、表面１００３におい
て一致された屈折率に応答することにより当該装置によっては影響を受けないようなもの
である。
【０１２３】
　プリズムの例に関して説明したように、表面１０１２を持つサンプル内で励起ビーム１
００６により発生された直線偏光された放出放射１０１０（例えば、ラマン散乱又は蛍光
）は、励起放射１００６のものに対して垂直な直線偏光ベクトル１０１４を持つ放射部分
を有し得る。この偏光１０１４を持つ検出放射は、レンズ面１００３に部分１００２及び
１００４の異なる屈折率に基づいて応答し、従って、あたかも焦点１０１６から発したか
のように当該装置により屈折及び収集される。このことは、励起放射１００６は上記レン
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ズを影響されないで通過して該レンズの背後の相対的に大きな材料ボリュームを励起する
が、放出放射は該レンズにより特定の焦点１００６のみから収集されることを意味する。
【０１２４】
　上述した励起／収集の状況は図１０に示されたのと同一のレンズを用いて逆転すること
ができ、その場合、励起放射１００６は放出及び収集放射と入れ替えられ、励起放射が点
１０１６に収束される一方、検出／放出放射１０１０は影響を受けないようにする。この
ように、当該装置によれば、偏光に基づく励起及び放出放射の互いに対して独立な方向制
御により、励起及び放出放射の実質的な減結合を達成することができる。
【０１２５】
　当該レンズの最終的焦点距離は、屈折面１００３の両側から見た屈折率の差及び該レン
ズ面の曲率に依存する。複屈折レンズの場合、該レンズを通過する光が受ける屈折率は、
当該複屈折材料のディレクタ（主配向軸）に対する該光の偏光の向きに依存する。差は通
常及び異常屈折率の間に形成される。原理的に、球状レンズの仮定によれば、焦点深度は
ｆ＝Ｒ/Δｎを用いて計算することができ、ここで、ｆは焦点距離であり、Ｒは当該レン
ズの曲率半径であり、Δｎは互いに面する材料の間の界面における屈折率の差である。複
屈折の定義及び関連する通常に知られた光学用語に関しては標準的光学理論を参照された
い。例えば、Addison Wesley Longman, Inc.により出版されたHecht, Optics 3rd editio
n 1998 を参照されたい。
【０１２６】
　上記複屈折レンズは、複屈折プリズムを複屈折レンズにより置換することにより、図４
Ａ及び図４Ｂを参照して概略説明した装置又はシステムに使用することができる。図４Ａ
及び図４Ｂの装置における例えばフィルタ、収集レンズ等の他のフィーチャの前述した利
点は、当該レンズを有する装置に等しく当てはまる。図１１Ａ及び図１１Ｂには、当該複
屈折レンズ及び収集レンズを含む２つの例示的装置が示され、該装置は図４Ａ及び図４Ｂ
の装置又はシステムに使用することができるような検出放射の平行なビームを提供する。
図１１Ａの装置は、当該材料における検出放射の焦点深度は変化されないままとしながら
、励起放射に対しては調整可能な焦点深度をもたらす。対照的に、図１１Ｂの装置は、単
一の励起焦点深度を提供する一方、検出焦点深度は変更することができる。
【０１２７】
　両図１１Ａ及び図１１Ｂにおいて、当該装置は、等方性部分１１０４及び複屈折部分１
１０２を備えると共に、これらの間に画定された面１１０３を備えた複屈折レンズ１１０
０を含む。上記部分１１００と表面１１０８を備えたサンプルとの間に配置された等方性
材料の集光レンズ１１０６が存在する。当該サンプルは、励起及び検出放射に対して少な
くとも部分的に透明でないものとすることができ、このケースでは透明でない。図１１Ａ
の装置において、部分１１０２及び１１０４の屈折率は、正しい直線偏光を持つ放射に対
しては収束レンズとなる一方、直交する偏光に対してはレンズ機能が発生されないように
選択される。図１１Ｂにおいて、部分１１０２及び１１０４の屈折率は、正しい直線偏光
を持つ放射に対しては発散レンズとなる一方、直交する偏光に対してはレンズ機能が発生
されないように選択される。
【０１２８】
　図１１Ａの装置によれば、直線偏光１１１２を持つ励起放射１１１０のビームは複屈折
レンズ１１００により屈折され、次いでレンズ１１０６によりサンプル表面１１０８上の
焦点１１１６に収束される。部分１１００のレンズ強度が、焦点の深度（Ｚ軸に沿う）を
決定する。
【０１２９】
　上記励起は、境界１１１４により画定されるボリュームで当該材料内に突出して検出放
射を生じさせ、該検出放射は内部散乱の後に最終的に当該部分的に透明なサンプルの表面
１１０８から出射することができる。表面１１０８を出射する該検出放射の一部は、レン
ズ１１０６により収集され、複屈折部分１１００に送られる前に平行ビームに収束される
。更に具体的には、当該励起の焦点１１１６と虚焦点１１２２との間においてＺ軸（当該
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材料の深さ方向）上に位置する仮想焦点から発したかのような方向で表面１１０８を出射
する検出放射は、このようにして収集することができる。図１１Ａにおいて、収集される
放射の最大円錐は、上記虚焦点１１２２と方位角１１２６とにより画定される。というの
は、この場合、この円錐内で表面１１０８を出射する光は全集光レンズ口径を正確に満た
し、平行に収束されたビームとなるからである。合致する円錐の光は、焦点から一層小さ
なＺ値（当該材料における一層小さな深さ１１２８）で収集される。従って、このように
して収集される放射は、当該材料の点１１１６より下で、放射の内部散乱により少しでは
あるが点１１２２の下までもの材料から由来するものとなる。
【０１３０】
　図１１Ｂの装置において、図の面内の偏光１１２０を持つ励起放射１１３０は複屈折レ
ンズ１１００により影響されないままであり、レンズ１１０６によりサンプル表面１１０
８上の焦点１１１６に収束される。このことは、境界１１１４により仕切られたボリュー
ム内での当該サンプルの励起を生じさせる。
【０１３１】
　上記励起により発生された検出放射は、レンズ１１０６により装置（図１１Ａ）による
のと殆ど同一の態様で収集することができる。その違いは、図１１Ｂの装置では、平行ビ
ームに向きが変えられ、検出器に送られるのが、当該検出放射のうちの偏光１１１２を持
つ部分であることだけである。従って、この構成によれば、収集焦点深度１１２８をレン
ズ１１００の強度により焦点１１１６に影響を与えないで変化させることができる。ここ
でも、偏光１１２０を持つ検出放射１１３４は部分１１００により屈折されず、従って検
出器に到達することはないことに注意されたい。上記収集レンズは、スポット状励起及び
収集のために円形とすることができ、又はライン状励起及び収集のために円柱状とするこ
ともできる。励起及び／又は検出のためのスポットの形状を調整するために他の形状も用
いることができる。
【０１３２】
　図１を参照して説明したのと殆ど同様の態様で、点１１１６（点１０５に対応する）に
おける当該レンズ装置によるサンプルの励起の結果、当該表面の上記励起点の周囲におい
て、該サンプル内の異なる深さから生じる検出信号の包絡線は上記励起点からの距離に伴
い変化する。当該収集デバイス（この例では、レンズ１１０６）は、上述したプリズム又
はレンズの例の放射励起側に配置される。
【０１３３】
　ここでも、収集デバイスは、効果を失うことなしに、放射検出側（複屈折部品と検出器
との間）に配置することができる。しかしながら、斯かる収集デバイスは励起側に配置す
ることが好ましい。この場合、顕微鏡の通常の対物レンズを、顕微鏡の対物レンズ位置に
取り付けられる当該装置の一部として用いることができる。
【０１３４】
　前記プリズム又はレンズ等の複屈折部品には、多数の設計規則が伴う。原理的に、複屈
折部品の直径等の典型的な寸法は、しばしば、当該系を通過するビーム直径に一致される
か又は該直径より僅かに大きくされる（従って、例えば顕微鏡に調整される）。
【０１３５】
　前述したように、当該部品を単独で使用することができ、その場合、該複屈折部品は主
屈折エレメントとして、及び恐らくは収集エレメントとして（レンズを含む場合）作用す
る。しかしながら、当該複屈折部品は、収集デバイスとしての通常顕微鏡対物レンズ及び
図４Ａ及び４Ｂを参照して説明したような装置の部分を形成する顕微鏡の他の部分と組み
合わせることもできる。別個の収光レンズを有することは、当該装置のレンズ強度が当該
複屈折部品の倍率（power）のみによっては決定されないという利点を有する。結果とし
て、収差、特に非点収差の影響を大幅に抑圧することができる。
【０１３６】
　本発明の複屈折部分のために、固体複屈折材料を使用することができる。当該装置にお
ける全ての複屈折エレメントの等方性部分は、原理的に、なくてもよい。この場合、周囲
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環境が等方性部分として機能し得る。当該等方性屈折率が当該複屈折材料の屈折率の何れ
にも合致しない場合、両偏光とも屈折される（異なる態様であり、従ってオフセットを生
成するには適しているが）。他の例として、周囲環境（空気、窒素等の周囲環境、又は液
体さえも選択することができる）に対して適切な複屈折材料を選択することにより、当該
複屈折部分の周囲環境が当該複屈折材料の通常及び異常屈折率の一方に実質的に一致する
屈折率を既に有しているようにする。このように、等方性部分を備えた又は備えない、特
定の光学的形状（ミラー、プリズム、螺旋プレート又はレンズ）に研磨された複屈折結晶
又は部品を使用することができる。このような材料の例は、方解石及びニオブ酸リチウム
である。例えば、方解石は、非偏光光を２つの別個の直線偏光成分に分離するために使用
されるグラン-トムソンプリズムに使用されている。
【０１３７】
　複屈折部品は、自然の形（液晶材料としての）又は重合により固定された複屈折を持つ
重合された形の何れかの液晶（ＬＣ）材料等の有機複屈折材料を用いて作製することもで
きる。使用することができる典型的な液晶材料は、Merck Darmstadt社から入手可能なＢ
Ｌ００９（Δｎ＝０.２８１，Ｎｅ＝１.８１０）ネマチック液晶である。この固有の液晶
の高複屈折（通常、ｎｅとｎｏとの間の差として定量化される）の場合、複屈折部品の屈
折レンズ面の半径又はプリズム面の角度は限られたものなり、当該複屈折部品の小さな高
さ及び厚さが得られる。調整可能な部品（後述参照）がスイッチ可能な材料（非固形化液
晶）から作製される場合、一層薄い液晶層に対して一層高速なスイッチング速度が得られ
る。
【０１３８】
　自然の形で使用される場合、ポリイミド等の液晶配向層が、複屈折表面の形状を持つ複
製表面上に、該表面を液晶と接触させる前に設けられる。更なる透明な部品を、上記複製
表面と該透明部品の他の表面との間の液晶を含むギャップを封入するために使用すること
ができる。他の例として、グレーデッド・インデックス装置の場合、自然の形の液晶を２
つの平行な平らな透明部品の間に含むことができ、これら部品のうちの少なくとも一方は
必要な電極を有し、これら部品のうちの少なくとも一方はポリイミド配向層を有する。当
業者であれば、液晶層をどの様に配向するかは知っているであろう。複屈折部品の異方性
部分（複製部分）は、写真複製を用いて透明な有機ポリマ材料から形成することができる
。斯かる複製のために使用することができる材料は、固体液晶、ポリエチレンテレフタレ
ート（ＰＥＴ）及びポリエチレン・ナフタレート（ＰＥＮ）を含む。１方向に伸張され、
次いで屈折性表面を設けるためにエンボス加工された箔を、当該複屈折部品のための複製
構造として使用することができる。
【０１３９】
　３Ｄ ＴＶ又は光ディスク等の他の目的のために使用される固体有機ポリマ複屈折レン
ズ（シート状のものとして記載されている）及び斯かるレンズの製造手順は従来技術にお
いて知られている（WO2004059629及びWO2004059627参照）。
【０１４０】
　本発明の放射処理部品は、使用される電磁放射の周波数に従って設計される。本発明は
、光学部品を利用する、レーザ又はダイオード等の可視光源を用いるシステムにとり特に
関心のあるものであるが、本発明は電磁スペクトル全般で動作する装置及びシステムに適
用することができる（マイクロ波、テラヘルツ、赤外、近赤外、可視及び紫外、Ｘ線並び
にガンマ分光法を含む）。当該放射源に対して少なくとも部分的に（完全というより）透
過性の材料を有する部品が含まれることは、本発明の範囲内である。更に、使用される励
起波長において異なる偏光方向に対し異なる屈折特性を有する材料を使用することは、特
に関心のあることである。結果として、液晶等の有機材料は、主に、電磁スペクトルの紫
外から近赤外領域で使用される。しかしながら、これらの材料はマイクロ波及びテラヘル
ツ領域内でも使用することができることに注意されたい。これらの領域で使用される液晶
の例は、イソチオシアネートである。
【０１４１】
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　通常、液晶は赤外波長領域における非常に小さな帯域内でしか使用することができず、
これら材料の、ここでの使用を妨げる。従って、赤外に基づく装置及びシステムに対して
は、方解石（炭酸カルシウム）等の無機結晶、もっと明示的には硫化カドミウム及びセレ
ン化カドミウムが一層適している。
【０１４２】
　上述したような複屈折部品は、顕微鏡、ルミネッセンス（蛍光及び／又は燐光）に基づ
く顕微鏡又はラマン測定装置等の分析装置に使用することができる。
【０１４３】
　複屈折部品は、互いに面する２つの複屈折材料の組み合わせ（等方性材料と組み合わさ
れるスイッチング可能な複屈折材料というより）に基づくものとすることができる。この
構成は、当該部品を軸外れで通過する光線に関して、これらの軸外れ光線に対する屈折率
の一層良好な一致により性能を改善し得る。
【０１４４】
　当該材料が透明でなくても、励起光は放出位置に到達するまでに大きな距離にわたり輸
送されるので、位置依存性組成情報をＳＯ法により得ることができる。言い換えると、当
該サンプルから情報が収集される経路は、励起及び放出の個々の位置によるのみならず、
励起は全進路に沿ってなされるので、これらの位置の間及び、少ないが、これらの位置を
越える前記経路に沿って決定される。
【０１４５】
　このように、異なる空間オフセットにおいて同時に又は順次に容易に検出することがで
きるような構成を含む装置及び分析システムを有することが有利である。サンプル上の異
なる位置において励起する一方、放出／検出位置を一定に保つ、又はその逆を行うことに
より、当該サンプルの表面が大きく又は完全には透明でない場合でさえ、例えば多変量分
析の助けにより、当該材料の組成的データを該サンプル内の位置の関数として提供するこ
とができる情報が得られる。
【０１４６】
　原理的に、上述した構成の何れによっても可変オフセットは利用可能である。というの
は、検出放射に対する偏光の簡単な選択により、放射は、励起点（第１位置）から直接的
に、又は空間的にオフセットされた位置（第２位置）からの何れかで検出することができ
るからである。このような選択は、図４Ａ及び図４Ｂを参照して説明されており、例えば
偏光セレクタ４０４により実行することができる。
【０１４７】
　しかしながら、更に一層進んだ可変空間オフセット測定を実施するために、複数の他の
オプションが存在する。
【０１４８】
　当該装置は、各々が異なる空間オフセットを提供する少なくとも２つの複屈折部品を含
むことができる。該複数の複屈折部品は、例えば、複数のプリズム、複数の螺旋プレート
及び／又は複数のレンズであり得る。組み合わせも同様に用いることができる。２以上の
複屈折部品（プリズム及び／又はレンズ等の）を、放射経路に直列に配置することができ
るか、又は並列で順次に使用することができる。この場合、当該装置は、好ましくは、異
なる複屈折部品が手動により又は機械的に、及び好ましくはモータ等を用いて電気的に駆
動されて入れ換え可能若しくは置換可能となるように設計される。サンプル材料内におい
て２以上の焦点深度で動作する必要がある分析システムの場合、当該装置は複数の斯様な
レンズを有することができる。これらレンズは同一とすることができるか、又はこれらレ
ンズの各々が、関連する異なる光学的強度を有することができる。
【０１４９】
　このように、同一のタイプの操作であるが、異なる程度の操作を提供する一連のプリズ
ム、一連のレンズ又は一連の他の部品を利用することができる。かくして、上記一連のプ
リズムにおいては、偏向面の角度を、空間オフセットが異なるプリズム毎に異なるように
変化させることができる。この場合、励起位置に影響を与えないで空間オフセットを増加
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させるためにプリズムを置換する（又はプリズムを直列に追加する）ことができる。同じ
ことを、異なる強度の複屈折レンズに対しても実施することができる。連続した測定を実
施するために、部品に対するサンプルの調整は必要とされるべきではないであろう。
【０１５０】
　この目的のために、当該装置は斯様な一連の複屈折部品を保持するためのホルダを有す
ることができる。当該装置は、複屈折部品を収容すると共に、スライド又は回転動作を用
いて当該装置又は分析システムの放射経路における複屈折部品を交換するためにスライド
又は回転させることができるスライド又は回転装置を有することができる。２以上の斯様
なスライダ又は回転装置が並列に存在してもよく、光経路における直列の複屈折部品の個
別の選択を可能にする。
【０１５１】
　他の例として、好ましくは調整可能な空間オフセット（調整可能な偏向、又は調整可能
な収束、発散若しくは焦点深度）を持つ装置及びシステムが用いられ、好ましくは、この
調整可能な機能は可動部品を有せずに電気的に駆動される部分を使用することにより設け
られるようにする。この場合、この装置は、該装置内に機械的に動く部品を有することな
く、制御される焦点深度又は空間オフセットをもたらす。このような機能を果たす複数の
オプションが存在する。
【０１５２】
　第１の好ましいオプションは、電気的に駆動される液晶に基づいた複屈折部品を利用す
る。図１２Ａ及び図１２Ｂは液晶ベースの複屈折プリズムを示す。図１３Ａ及び図１３Ｂ
は複製層を備えた液晶ベースのレンズを示し、図１３Ｃ及び図１３Ｄは液晶ベースのグレ
ーデッド・インデックス（分布屈折率：ＧＲＩＮ）レンズを示す。これらデバイスの各々
は、電極に印加される電圧信号の供給により調整することができる。
【０１５３】
　これらデバイス（液晶ベースの複屈折部品）において、一方の直線偏光のみが電気的調
整により影響を受け、他方の偏光は電気的調整の間に変化されないままとなる。従って、
この結果として、全ての斯様なデバイスにおいて励起及び検出位置の間の可変の空間的差
が電気的駆動の関数として生じる。
【０１５４】
　図１２の電気的に調整可能な複屈折プリズムは、シート状電極１２０８を間に挟んでガ
ラスプレート１２０６上に配置された等方性固体材料部分１２０２を含んでいる。この場
合、上記のものは透明なインジウム錫酸化物（ＩＴＯ）電極で被覆されたガラスプレート
である。部分１２０２は、図の面に対して垂直な方向にラビングされた配向層により被覆
される。該配向層上には、部分１２０２と一緒にプリズム面を画定する液晶材料層１２０
４が存在する。該デバイスは、他のＩＴＯのシート状電極１２０８及び該電極と上記液晶
材料層１２０４との間の第２配向層（図の面に垂直な配向を持つ）を有する追加のガラス
プレート１２０６により被覆される。上記配向層は、液晶分子を、これら液晶分子のディ
レクタ（ダイポールモーメント）が図の面に対して垂直な方向に平行となる（層１２０４
内に点により示されるディレクタ）ように秩序づける。実際には、このデバイスは、当該
セル内に液晶を収容するために側部（図示略）にスペーサを有する、液晶で充填されたセ
ルである。上記電極は、調整可能な電圧源１２１０に配線１２１２を用いて電気的に接続
される。
【０１５５】
　上記電極を用いることにより、液晶セルに対する電圧は調整することができる。図１２
Ａにおける零電圧において、液晶分子は図の面に対して垂直に配列されている（そして、
図２～図４を参照して前述したように使用することが可能な複屈折プリズムが画定される
）。従って、角度１２１４で収集される偏光１２１８の放射は屈折（偏向）される一方、
偏光１２１６の収集された放射は当該プリズムによっては影響されない（偏光１２１６に
対しては、１２０４と１２０２との間で一致する屈折率が存在する）。
【０１５６】
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　当該プリズムの強度を調整するために、上記電圧を、液晶分子が或る程度、即ち電気力
線と一層平行となるように向きを変えるよう上昇させることができる。最終的な向き変更
において、液晶分子は、図１２Ｂに描かれたように、電気力線に完全に平行に向く。上記
向きの変更は、当該複屈折液晶材料の実効屈折率を変化させ（該複屈折液晶材料の光軸が
入射放射に対して向きを変えたので）、これにより、放射１２１８を偏光１２１６の放射
に対して平行に屈折させるために収集することが可能な角度１２１４を決定する該プリズ
ムの屈折力が変化される。従って、上記電圧は当該装置のオフセットを決定する。
【０１５７】
　図１２Ｂの最終的な状態において、上記電圧は、全ての液晶分子が電気力線に対して平
行に、即ち図の面に対して平行に整列されるようなものとなり、１２０４と１２０２との
間の屈折率は全ての屈折率に対して全て消滅する。かくして、当該デバイスは偏光１２１
６及び１２１８を持つ放射に対して透明なプレートとして機能する。このことは、当該調
整可能なデバイス及び斯様なデバイスを持つ装置のオフ状態として働く。
【０１５８】
　液晶セルに基づく部品に対しては、ＡＣ電圧及びＤＣ電圧の両方の駆動を当該部品の調
整又は切り換え（スイッチング）のために適用することができることに注意されたい。し
かしながら、液晶セルにおける双極性及び／又はイオン性物質の存在による斯かる液晶セ
ルの分極の効果を低減するために、しばしば、ＡＣ駆動が好まれる。
【０１５９】
　同様の液晶調整原理を、液晶螺旋プレート又はレンズにおいて用いることができる。
【０１６０】
　例えば、図８Ａ～図８Ｄに示された螺旋プレートは、液晶複屈折材料により被覆するこ
とができる。該液晶材料のディレクタは、好ましくは、当該螺旋プレート上の液晶の整列
の不連続性を最少にするために該螺旋プレート８００の大きな厚さの側に平行とされる。
このようなデバイスを製造するために、基板８０４及び８０２は、螺旋位相構造体を基板
８０２上に追加すると共に配向層を基板８０４上に追加する前に、インジウム錫酸化物（
ＩＴＯ）により被覆された同様の基板（ガラス基板等）により置換することができる。
【０１６１】
　上部及び底部電極の間に電圧を印加する目的で駆動電子回路から上記電極への電気配線
を設けなければならないが、図８には図示されていない。この場合、配線接続は例えば半
田付け又はクランプ留めによりなされる。当該製造に複製が含まれ、複製物が基板上に作
製される場合、液晶材料の局部的傾斜を可能にするために上記電極は複製に先立ってパタ
ーン化される。
【０１６２】
　当該液晶の状態は、この場合、図１２Ａ及び図１２Ｂのプリズムに関して説明したのと
同様に切り換えることができる。液晶層に一様な電圧が印加された場合、通常の円形照明
パターン（当該螺旋プレートが円形パターンを付与するように構成される場合、前記参照
）が生じるが、円の直径（及び、これに伴う中心スポットとリングとの間のオフセット）
は上記の一様な電圧の大きさにより制御することができる。最終的状態における高い電圧
では、該螺旋プレートは再び透明なプレートとして機能する。
【０１６３】
　当該セルの間にパターン化された電極を用いることにより、照明パターンの一層多くの
制御が可能になる。例えば、上部電極を基板の面においてパターン化することができる。
液晶層上の電圧パターンを変化させることにより、照明パターンを制御することができる
。星状又は楕円等の電圧パターンが供給される場合、対応する照明パターンを生成するこ
とができる。パターン化された電極は、円形パターンをもたらすこともできる。
【０１６４】
　液晶原理を用いた切り換え可能なレンズは、図１３Ａ及び図１３Ｂに示すように作製す
ることができる。該複屈折調整可能レンズは、ここでは等方性部分１２０２がプリズム状
部分１２０２の代わりにレンズ状部分１３０２となる点を除き、上記プリズムと同様の構
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成要素を有する（同様の符号は同様の構成要素を示している）。このように、ＩＴＯ電極
１３０８を備えるガラスプレート１３０６、並びに等方性複製物１３０２及び液晶層１３
０４と接触する電極層１３０８上の配向層が存在する。
【０１６５】
　ここで、当該レンズの焦点強度を変化させるために電圧の変化を用いることができる。
最終的に、印加される十分に大きな電圧により、該レンズは当該デバイスが透明プレート
として機能するようオフに切り換えることができる（図１３Ｂ）。
【０１６６】
　図１３Ｃ及び図１３Ｄは液晶に基づく分布屈折率（ＧＲＩＮ）デバイス（この場合は、
レンズ）を示す。液晶ＧＲＩＮレンズの構造は既知である。このようなレンズは、例えば
、自動立体ディスプレイに使用するよう提案されており、一例はWO2008/126049に見られ
る。他の例は、米国特許第7079203号公報又は本明細書で述べた前記文献に記載されてい
る。この種のデバイスにおいては、セル内の液晶分子の湾曲電気力線（field lines）に
沿う部分的な向き変更により“複屈折面”が形成されるようにして、この面を当該液晶材
料内に形成する。図１３Ｃにおいて、電極１３０８間の電気力線は、液晶層分子１３０４
が整列する曲線を形成する。これにより、屈折率は当該デバイスの厚みにわたって等級分
けされ、概ね複屈折面を形成する。他の部分は、図１３Ａ又は図１３Ｂに関するものと同
様の意味を有する。電極１３０８は図の面に垂直に走る円柱状レンズを形成するように延
長させることができるが、円形の口径を備えたレンズを形成するように円状とすることも
できることに注意されたい。
【０１６７】
　本発明は、上記例で説明した切り換え可能なレンズを利用するようなタイプの切り換え
可能な装置に限定されるものではない。事実、一方の偏光状態は切り換えることができる
が、他方のものは異なって処理される（例えば、該他方の偏光は変化されないままにする
ことにより）如何なる切り換え可能なエレメントも使用することができる。このようなエ
レメントは、固体レンズの切り換え可能な偏光回転子（通常の切り換え可能な液晶セルプ
レート等）との組み合わせを含む。
【０１６８】
　この種の切り換え可能なレンズ構造は、自動立体ディスプレイに使用することが提案さ
れており、固体複屈折レンズ及び偏光切換ユニットを有する。上記固体複屈折レンズは、
当該レンズ構造体に供給される直線偏光された光の偏光方向に対して４５度に向けられる
。このようにして、該レンズは入射偏光を２つの偏光成分に分解する。該レンズ構造体の
出口には出力偏光子が存在する。この設計において、当該切り換え可能部品は平らな液晶
層であり得る。該平らな液晶層を状態間で切り換えることにより、全体のレンズ装置を、
レンズ機能が果たされる第１状態と、レンズ機能が果たされない第２状態との間で切り換
えることができる。一例を、WO2004/070451で見付けることができる。ここでも、この切
り換え原理は、本発明のシステムのための光学構成要素において、レンズに関してのみな
らず、他の複屈折部品（即ち、プリズム及び螺旋プレート）に関して採用することができ
る。
【０１６９】
　図１３Ｅは、固体複屈折レンズ本体１３３６と、入れ換えることが可能な複製部を画定
する流体チェンバ１３３８とを備える例を示す。異なる屈折率を持つ異なる流体を収容し
た２つの流体貯留部１３４０及び１３４２が存在する。一方の流体の他方による置換は、
１３３６と１３３８との間の複屈折界面を再画定する。流体の移動は、電気湿潤（エレク
トロウェッティング）又はポンプ送りにより実行することができる。電気湿潤によれば、
流体は印加される電位の結果として形状が変化する。もっと多くの流体貯留部が存在する
ことができ、各流体貯留部は異なる屈折率の流体のために使用される。他の変形例におい
ては、上下両方に流体チェンバを備えた中央固体複屈折レンズ部が存在することができ、
２つの制御される内部屈折率境界が存在する。この場合、各流体チェンバは1組の流体の
うちの一方により満たすことができる。
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【０１７０】
　組み合わされた可変装置も作製することができる。例えば、図１３のレンズ及び図１２
のプリズムを積み重ねることができ、ガラスプレートの一方を両デバイスの間で共用する
ことができる。この場合、このデバイスは、１つのモードにおいて、図１３Ａにおけるよ
うに動作されるレンズ部及び図１２Ｂにおけるようなプリズム部を備えるレンズとなるよ
うに、又は図１３Ｂにおけるように動作されるレンズ及び図１２Ａにおけるように動作さ
れるプリズムを備えたプリズムとして動作することができる。組み合わされたプリズム的
及びレンズ的機能を用いることができる。この場合、材料の深さ断面をスキャンすること
ができる。第１のものに対して垂直な方向に偏向させるように動作する第２プリズムが存
在する場合、当該材料のボリュームを、空間オフセットを伴って走査することができる。
全ての構成部品は複屈折のないモードに切り換えることができ、従ってシステムの他の測
定を、当該部品を取り除くことを要せずに行うことができる。
【０１７１】
　上述した全ての装置によれば、可変オフセットを、測定されるべきサンプルに対して分
析装置を移動させずに、又は当該装置若しくは該装置の部品を置換若しくは移動させるこ
とを要せずに使い易い方法で設けることができる。異なるオフセット位置による材料のス
キャンを、検出及びオフセットの調整を制御するコンピュータ及びソフトウェアを用いて
、良好なデータセットが時間にわたり操作者の更なる介入なしで記録されるようにして都
合良く自動化することができる。
【０１７２】
　上述した例から、本発明は種々の既知のシステムに適用することができると共に、例え
ば既知の対物放射収束／収集デバイスの前又は後のサンプルへの放射経路における追加の
可制御エレメントとして実施化することができることが明らかであろう。このように、本
発明の装置は、顕微鏡を有するもののような、標準的な高効率な後方散乱分析システムの
構成を変更することなしに用いることができる。
【０１７３】
　顕微鏡において、放出される信号は、しばしば、当該顕微鏡内の或る部分に関しては検
出放射の信号が励起放射のものと同一の光経路を辿るように、後方散乱モードと呼ばれる
１８０度で検出される。放出経路において、スペクトル情報は当該サンプルにおける異な
る空間位置から得られる。この情報は種々の偏光方向で示される。というのは、物質は、
高度に秩序づけられた物質でない限り、全ての方向にランダムな偏光で放射を散乱させる
からである。
【０１７４】
　全ての情報が検出器に到達するというものではない。前記複屈折装置の何れかによれば
、該装置内の複屈折部分により異常光線は変位される一方、通常光線は影響を受けないと
仮定すると、当該サンプルにおける１つの位置からの放出は１つの放出偏光方向に関して
のみ到達することができる。他の偏光方向は、当該複屈折部品を通過させられると、検出
器に向けられていない角度を有することになる（当該顕微鏡において軸外れとなる）。こ
れは、例えば図２及び図３の例において、通常偏光放射（光）によりコード化された変位
された信号であろう。
【０１７５】
　検出器までの経路において、偏光方向はリターデーションプレート及び他の偏光調整部
品により変えることができる。
【０１７６】
　図１４は、可変焦点レンズ装置が採用された、蛍光検出に基づいてサンプルを分析する
顕微鏡システムを示す。該装置は図４Ｂにおいて説明されたもので、複屈折部品は図１１
Ｂを参照して説明したように動作する図１３Ｂのものである。
【０１７７】
　励起レーザ源１４１６は、偏光方向１４１７を持つ偏光された放射出力を供給する。該
出力ビームはオプションとしてのビーム拡大器１４１８に進み、該ビーム拡大器はビーム



(34) JP 6223460 B2 2017.11.1

10

20

30

40

50

寸法を当該レンズ系に適したものにするために（即ち、当該装置における全口径を上記出
力ビームにより満たすために）使用される（必要なら）。当該ビームは、ミラー１４１９
によりノッチフィルタ又はエッジフィルタ１４２０（図４Ａ及び図４Ｂにおける４０２の
一例）へと反射され、該フィルタは励起ビームを当該サンプルに向かって反射する。この
フィルタ１４２０は波長選択性反射器又はビームスプリッタとして機能する。
【０１７８】
　上記ビームは偏光感知性レンズ１４２１を通過し、次いで対物レンズ１４２２によりサ
ンプル１４２３上に収束される。
【０１７９】
　図１１に関して説明した態様で、上記の収束された励起に起因して当該サンプルにより
放出された光の一部は、レンズ１４２２により集光され、複屈折レンズ１４２１を通過す
る。集光され且つ前記励起ビームのものとは異なる偏光を有する当該放出光の偏光成分は
、ノッチフィルタ１４２０を介してミラー１４２４へと通過し、該ミラーは該偏光成分を
偏光子１４２６へと反射する。
【０１８０】
　偏光子１４２６は、偏光選択性フィルタとして機能し、所望の偏光の（従って、レンズ
１４２１による収束を受けていない）光のみが検出されることを保証する。この偏光子は
、図４Ａ及び図４Ｂの選択偏光子４０４に一致するもので、図４Ａ及び図４Ｂに関して説
明したように動作して励起位置又は空間オフセット位置からの検出放射を選択することが
できる。このように、この偏光子１４２６は、前記励起光に対応する偏光を持つ励起ビー
ム焦点からの検出光（該検出光も該偏光子１４２６に渡る）の収集を防止するために使用
することができ、測定されることを目的とする放出光信号の貢献度を増加させる。
【０１８１】
　当該光は、次いで、分光器格子１４２７に進み、検出器１４２８（通常は、ＣＣＤ又は
フォトダイオードアレイである）により検出される。これら格子及び検出器は、一緒にな
って、検出ユニット（分光器又は光増倍器）となる。コンピュータ１４２９は信号分析を
実行する。
【０１８２】
　図１４は、オプションとしての光リターデーションプレート又は切り換え可能液晶セル
１４２５も示している。これらの一方又は両方は、例えばレーザ偏光が使用されるべき所
望の偏光でない場合に、偏光を制御するために使用することができる。例えば、レーザと
ビーム拡大器との間のものは、偏光の向きを、偏光感知性レンズ１４２１の偏光分離機能
の点で最適な性能を付与するために要する向きに調整するために使用することができる。
これは、偏光調整部品に相当し得る。ミラー１４２４と偏光子１４２６との間のものは、
捕捉される放出光の偏光が検出器１４２８による検出にとり最適でない場合の偏光の調整
のために使用することができる。
【０１８３】
　上述した顕微鏡は、ＳＯＲＳ等の空間オフセットシステム全般のために使用することが
できる。図４を参照して説明したように、ＳＯＲＳシステムを実施化する場合に、偏光子
１４２６（図４Ａ及び図４Ｂにおける部品４０４）は、オフセットされている（検出スポ
ット）及びオフセットされていない（励起スポット）放出信号の間を区別するために使用
される。前述したのと同様の態様で、励起信号に対応する偏光を持つ非オフセット信号も
当該偏光子に到達する。このように、該偏光子の簡単な調整は、当該スポットからの異な
るスペクトルを記録することを可能にする。これらのスペクトルはデータ分析に直に使用
することができる。
【０１８４】
　多くの分光用途において、レーザは励起のために使用される。大多数の状況において、
この光は既に直線偏光されており、励起に際して偏光された放射を供給するための追加の
装置を作製する必要はない。この場合、放出される放射はランダムに偏光される。以下に
更に説明するように、当該レンズ機能は、放出される放射の特定の偏光のみが検出器に向
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けられ、従って、実効的に励起光は１つの偏光のものであり、検出される放出光は異なる
偏光のものであることを意味する。
【０１８５】
　本発明を組み込んだ分析システムにおいて、該システムで使用される放射原理（光、蛍
光、ラマン等）に適した通常の手段を、スペクトルの記録又はスペクトルの分析のために
使用することができる。これらは、フォトダイオードアレイ若しくは光増倍器又は例えば
ＣＣＤカメラ上に励起放射ビームの波長部分を分割するための格子を含むことができる。
ラマン及び蛍光分光法等の光学的原理の測定技術に対しては、ＣＣＤカメラが好ましいで
あろう。
【０１８６】
　このような顕微鏡において本発明を実施する１つの方法は、図１５Ａ、図１５Ｂ及び図
１５Ｃに示す装置によるものである。装置１５００は、先に説明した偏光感知性複屈折部
分を含む部品１５０４を保持するためのスロット１５０５を備えたホルダ１５０２を有す
る。該ホルダは、円形の周部（他のものも可能である）を有し、底部から上部への、当該
ホルダを介して光を通過させる円柱状の通路１５０９が存在する。ホルダ１５０２は、該
ホルダを顕微鏡対物レンズカルーセル（ホルダ）内に取り付けるためにフランジ上にネジ
山１５０８を有している。該ホルダは、更に、これもネジ山１５１０を有する通常の顕微
鏡対物レンズ１５０６を収容するための凹部内にネジ溝１５１０（図には示されていない
）を有している。部品１５０４がホルダ１５０２内に挿入された場合、光１５１４は開口
１５０９の一方を介して当該ホルダに侵入し、該部品の円柱状開口１５０７を介して進行
し、上記対物レンズに侵入し、該対物レンズをサンプルに向かって離脱する。部品１５０
４は、本発明による前記複屈折部分を、開口１５０７を占有するようにして収容すること
ができる。この場合、部品１５０４は該ホルダに滑り込み又は該ホルダから滑り出ること
ができ、かくして、該部品は他のものと交換することができる。他の例として、該集合体
は固定的なものとする。
【０１８７】
　部品１５０４は、本発明の複屈折部分が当該装置の光経路において直列となるような、
これら複屈折部分の重ね合わせを有することができるか、又は該部品１５０４を、各々が
本発明の単一の複屈折部分を有する複数の開口１５０７を有し、これら複屈折部分が簡単
なスライド操作により当該ホルダの開口１５０９と順次直列に配置することができるよう
に拡張することができる。カルーセルを有する回転型変形例も使用することができる。ホ
ルダ１５０２は、各々が部品１５０４を収容する２つのスロット１５０５を光経路の方向
に直列に有することもできる。該構成は、複屈折部分の選択の独立した制御を提供する。
【０１８８】
　好ましくは、部品１５０４は、図１５Ｃにおけるように、本明細書で説明したもののよ
うな電気的に駆動されて調整可能な複屈折部分を収容するよう構成される。このように、
部品１５０４は、光経路としての開口１５０７を有する部品本体１５１３を含む。該部品
１５０４は、前述したような液晶タイプの複屈折部分１５１６を含む。部分１５１６の電
極は、該部分１５１６の底面上の接点パッド１５２０を用いて接触させることができる。
該複屈折部分は光を通過させるための開口１５１８を有している。該開口１５１８は前記
開口１５０７に重なる。
【０１８９】
　本体１５１３は上記接点パッド１５２０に接続するための電気接点パッド１５２２を収
容している。これら接点パッド１５２２は、駆動デバイスに電気的に接続するための電気
プラグ１５２４に接続される。このように、電気接点１５２４により駆動電圧を当該調整
可能な複屈折部分に供給することができる。該駆動電圧は内部顕微鏡電子回路又は外部電
子源により供給することができる。これらはコンピュータにより操作されるか又は手動で
操作される。
【０１９０】
　電気的接触の設計の他の態様も使用することができる。
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【０１９１】
　ここでも、複数の斯様な部品１５０４を、ホルダ１５０２の複数のスロットに収容する
ことができる。
【０１９２】
　図示されていないが、上記ホルダ及び部品は、適切な偏光方向の位置合わせを示すため
のマーカを有することができる。
【０１９３】
　要約すると、空間オフセット測定及び分析システムに使用するための複屈折部品を有す
る装置が提供される。該複屈折光学装置は、放出信号及び励起信号の異なる方向制御を行
い、かくして、サンプル上の励起及び放出位置の間のオフセットを、放出信号及び励起信
号の両方及び一方のみに対して制御することができる。
【０１９４】
　尚、開示された実施態様に対する他の変形例は、当業者であれば、請求項に記載された
本発明を実施するに際して、図面、開示内容及び添付請求項の精査から理解し及び実施す
ることができる。また、請求項において、“有する”なる文言は他の構成要素又はステッ
プを排除するものではなく、単数形は複数を排除するものではない。また、単一のプロセ
ッサ又は他のユニットは、請求項に記載された幾つかの項目の機能を満たすことができる
。また、特定の手段が相互に異なる従属請求項に記載されているという単なる事実は、こ
れらの手段の組み合わせを有利に使用することができないということを示すものではない
。また、請求項における如何なる符号も、当該範囲を限定するものとみなしてはならない
。

【図１】 【図２】
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【図３】 【図４Ａ－４Ｂ】

【図５Ａ－５Ｂ】 【図６】

【図７】
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【図８Ａ】 【図８Ｂ】

【図８Ｃ】 【図８Ｄ】
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【図９Ａ】

【図９Ｂ】

【図１０】

【図１１Ａ】 【図１１Ｂ】
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【図１２Ａ】

【図１２Ｂ】

【図１３Ａ】

【図１３Ｂ】

【図１３Ｃ－１３Ｄ】 【図１３Ｅ】
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【図１４】 【図１５Ａ】

【図１５Ｂ】 【図１５Ｃ】
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